
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

市 章 
 

市章デザインの主旨 

緑豊かな「渥美半島」を黄緑色、「澄んだ空と美しい海」を青い横縞で

市が目指す田園都市をイメージしました。また、中央の円は「三河湾」で

調和、全体の形は半島の矢印により活力・前進を表し、うるおいと活力

が共生する新都市をイメージしています。 

平成 17年 10月 1日制定 

 

市民憲章 

 

わたしたちは、恵まれた自然と輝かしい伝統にはぐくまれたこのまちに誇りをもち、互いの心が

ふれ合い、明るい未来が展望される郷土を築くため、この憲章を定めます。 

自然を愛し、水と緑のやすらぎのある美しいまちをつくりましょう。 

心と体をきたえ、健康で明るい生きがいのあるまちをつくりましょう。 

教養を深め、文化のかおり高い心豊かなまちをつくりましょう。 

互いに助け合い、安心で安全な暮らしやすいまちをつくりましょう。 

勤労を尊び、活気あふれる伸びゆくまちをつくりましょう。 

平成 17年 10月 1日制定 

 

  



目  次 

 

関係法の変遷とその背景・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

 

第１章 計画策定に当たって・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

１ 計画の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

田原市障害者計画について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

２ 計画の位置づけ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4 

３ 計画の策定体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 

 

第２章 障害のある人を取り巻く状況・・・・・・・・・・・・・6 

１ 田原市の人口構造・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7 

２ 身体障害のある人の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 

３ 知的障害のある人の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 

４ 精神障害のある人の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 

５ 難病患者の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 

６ 障害のある人の就労の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

（１）豊橋公共職業安定所に登録している障害のある人の状況・・・・・・・・12 

（２）障害者雇用の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

７ 障害福祉サービス利用者の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

（１）障害福祉サービスの支給決定者数の推移・・・・・・・・・・・・・・・14 

（２）障害支援区分認定者の内訳・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

 

第３章 基本理念・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 

１ 計画の基本理念・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17 

２ 基本的な視点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 

３ 計画の体系・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 

 

第４章 分野別施策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21 

１ 生活支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22 

（１）相談支援体制の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22 

（２）福祉サービスの充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・26 

（３）障害児支援の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・51 

（４）サービスの質の向上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・64 

（５）人材の育成と確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・65 

 

２ 保健・医療・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・67 

（１）医療機関等との連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・67 

（２）障害者の健康づくりに関する取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・68 

（３）こころの健康に関する取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・70 

（４）障害者の医療に関する取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・70 

  



目  次 

 

 

３ 教育・文化・芸術・スポーツ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・71 

（１）インクルーシブ教育に関する取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・71 

（２）切れ目のない支援体制の構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・71 

（３）文化芸術、スポーツ振興に関する取り組み・・・・・・・・・・・・・・72 

 

４ 就労・雇用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・73 

（１）障害者雇用の促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・73 

（２）福祉的就労環境の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・74 

 

５ 生活環境・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・75 

（１）障害者に配慮したまちづくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・75 

（２）情報を得やすくするための取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・77 

（３）行政サービスにおける配慮・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・78 

 

６ 安心安全・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・79 

（１）防災対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・79 

（２）防犯対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・80 

（３）消費者被害の防止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・80 

 

７ 差別解消・権利擁護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・81 

（１）障害者差別解消の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・81 

（２）虐待の防止の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・82 

（３）権利擁護の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・83 

 

８ 広域連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84 

（１）東三河広域連合との連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84 

（２）東三河南部圏域との連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84 

（３）福祉先進地との連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・84 

 

第５章 推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・85 

１ 推進体制の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・86 

（１）計画の進行管理と推進に関する連携協力体制の確保・・・・・・・・・・86 

（２）広報・啓発活動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・86 

 

第６章 参考資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・87 

１ 田原市障害者自立支援協議会設置要綱・・・・・・・・・・・・・・・・・・88 

２ 用語解説・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・92 

３ 田原市内障害福祉サービス等事業所マップ・・・・・・・・・・・・・・・・98 

 

  



第３期田原市障害者計画 

 

1 

関係法の変遷とその背景 

  

障害福祉に関する法制度は、障害者基本法の改正をはじめ、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合支援法」という。）や障害者

虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（以下、「障害者虐待防止法」

という。）、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下、「障害者差別解消

法」という。）の施行等、近年大きく様変わりしています。また、これらの法の施行や

改正に伴い、児童福祉法や公職選挙法、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下、「障

害者雇用促進法」という。）等幅広く関係法律も改正されています。 

この大きな変化の背景の一つとして、わが国が平成 19 年に署名した、「障害者の権利

に関する条約」の批准に向けた取り組みが挙げられます。（平成 26 年 2 月に批准） 

この条約は、障害のある人の権利及び基本的自由の享有を確保し、固有の尊厳の尊重

を促進することを目的として、障害のある人の権利の実現のための措置等について定め

る条約です。 

そのため、国全体で障害のある人の権利を守る取り組みや、権利に関する理解促進を

図っていく必要があります。 

国が定めた「障害者基本計画」は、基本原則を「地域社会における共生」や「差別の

禁止」等としており、田原市においても、障害がある人の権利に関する理解が浸透し、

差別や偏見のない、障害の有無にかかわらずあらゆる分野の活動に関する機会が確保さ

れた「共生のまち」の実現を目指す必要があります。 

 

 

 

障害福祉施策と主な法の変遷

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※法律名等は略称 
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１ 計画の趣旨 

 

田原市は、「みんなが幸福を実現できるまち」をまちづくりの理念とし、市民の参加

と協働の下、田原市総合計画の将来像「うるおいと活力のあるガーデンシティ」を目指

し、総合的なまちづくりを進めています。 

この将来像をノーマライゼーションの理念に基づいて実現していくために、「田原市

障害者計画」を策定し、障害のある人もない人もいきいきと輝き、お互いのかかわりの

なかで活力を身につける共生のまちづくりを進めます。 

 

 

 田原市障害者計画について 

●田原市障害者計画は、障害者基本法 第 11 条 第 3 項に定められた「市町村障害者計

画」と、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（「障害者総

合支援法」） 第 88 条に定められた「市町村障害福祉計画」、児童福祉法第 33 条の 20

第 1 項に定められた「市町村障害児福祉計画」を一体的に策定します。 

 

●障害者計画では、平成 30（2018）年度

から平成 32（2020）年度までの本市に

おける障害福祉施策に対する基本的な

理念や考え方、方針を定めます。 

 

 

●障害福祉計画・障害児福祉計画では、

現状における障害福祉サービス等の課

題の整理、分析、評価を行います。ま

た、それを踏まえた着実なサービス基

盤整備に対する取り組みの促進を数値

化し、目標とします。 

 

計画の期間 

 Ｈ29 

（2017） 

年度 

Ｈ30 

（2018） 

年度 

Ｈ31 

（2019） 

年度 

Ｈ32 

（2020） 

年度 

Ｈ33 

（2021） 

年度 

障害者計画 ●次期計画策定 

  ●次期計画策定 

 

障害福祉計画 

障害児福祉計画 

 

◎課題の整理 

◎国指針の提示 

●次期計画策定 

  ●次期計画策定 

 

 

 第３期障害者計画の推進 

 第５期障害福祉計画の推進 

 第１期障害児福祉計画の推進 

新計画へ 

新計画へ 
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２ 計画の位置づけ 

 

本計画は、上位計画である「田原市総合計画」と「田原市地域福祉計画」や、高齢者

福祉、子育て支援、健康等の福祉分野の関係計画、さらに都市整備や教育、防災等他分

野の関連計画との整合性を図り、策定、推進していきます。 

 

 

計画上の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田 原 市 総 合 計 画 

田原市地域福祉計画 田
原
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人
に
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し
い
街
づ
く
り
推
進
計
画 

田

原

市

教

育
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興
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本

計

画 
田
原
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

（
次
世
代
育
成
支
援
行
動
計
画
） 

田

原

市

高

齢

者

福

祉

計

画 

健

康

た

は

ら

 

計

画 

21 

そ

の

他

の

関

連

計

画 

田原市地域福祉計画と

の整合性を図り、障害

者福祉施策に関する方

向性を定める分野計画 

田原市障害者計画との

整合性を図り、必要な

サービスや整備量等の

数値目標を定める計画 

田

原

市

障

害

者

計

画 

田
原
市
障
害
児
福
祉
計
画 

田
原
市
障
害
福
祉
計
画 

田 原 市 子 ど

も・子育て支援

事業計画・田原

市障害者計画

と整合性を図

り、必要なサー

ビスや整備量

等の数値目標

を定める計画 
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３ 計画の策定体制 

 

田原市障害者自立支援協議会での検討 

計画の策定に当たっては、田原市障害者自立支援協議会の事務局会議や運営会議によ

り、課題の整理、抽出を行い、全体会議での検討を経て計画の策定を行いました。 

検討内容 

平成 29 年 8 月 22 日 全体会議開催（策定委員会設置） 

平成 29年 12月 22日 全体会議開催（田原市障害者計画案について） 

平成 30 年 3 月 28 日 全体会議開催（田原市障害者計画の策定と推進について） 

 

関係団体等からの聞き取り 

田原市障害者自立支援協議会委員からの意見のほか、田原市内当事者団体や障害福祉

サービス事業所から出された意見やアンケート結果等を計画に反映しました。 

聞き取り経過 

平成 29年 10月  障害児支援に関するアンケート調査実施 

平成 29年 11月  障害福祉サービス事業所等の今後の方針に関する聞き取り調査 

平成 29年 10月、11月 田原市聴覚障害者協会・手話通訳者・要約筆記者からの聞き取り

実施 

 

パブリックコメントの実施 

計画に市民の意見を反映するため、パブリックコメント手続き（意見募集）制度によ

り、障害のある人やそのご家族、市民の意見を把握します。 

パブリックコメント実施方法 

田原市役所、赤羽根市民センター、渥美支所、田原市中央図書館での閲覧、意見提出 

インターネットによる閲覧、意見提出 

パブリックコメント実施期間 

平成 30 年 1 月 10 日～2 月 8 日 

 

市役所庁内ワーキング会議での検討 

この計画を横断的な連携のもと策定及び推進するため、市役所内の関係部署により構

成されたワーキング会議により素案の作成・検討を行いました。 

検討内容 

平成 29年 11月 8日 障害者計画策定に係る庁内ワーキング会議 開催 

・田原市障害者計画について 

・障害者差別解消法について 
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１ 田原市の人口構造 

 

人口は、毎年減少しており、平成 29 年で 63,174 人となっています。一方で、世帯

数は増加傾向にあり、平成 29 年で 22,025 世帯となっています。 

今後も人口全体は減少していくものの、単身世帯や核家族等、少人数で構成される世

帯が増加していくと予想されます。 

 

表：田原市の人口 

年 人口 世帯数 

平成 24年 65,944 人 21,842 世帯 

平成 25年 65,386 人 21,800 世帯 

平成 26年 65,017 人 21,902 世帯 

平成 27年 64,382 人 21,190 世帯 

平成 28年 63,853 人 22,068 世帯 

平成 29年 63,174 人 22,025 世帯 

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日現在） 

 

 

図：田原市の人口 
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２ 身体障害のある人の状況 

 

身体障害者手帳の所持者は、平成 29 年には 1,781 人となっており、年々減少してき

ていますが、人口に占める手帳所持者の割合は各年ともに約 3％で推移していることか

ら、人口の減少に伴い身体障害者手帳所持者も減少していると考えられます。 

障害区分ごとに比較をすると、約半数が肢体不自由であり、加齢に伴い肢体不自由と

なった方や難聴となった方等、高齢の新規手帳取得者が新規取得者のうち高い割合を占

めています。 

 

表：身体障害者手帳所持者の推移 

年 1級 2級 3級 4級 5級 6級 
18歳 18歳 

合計 
未満 以上 

平成 24年 663 人 341 人 482 人 366 人 88 人 135 人 45 人 2,030 人 2,075 人 

平成 25年 648 人 348 人 512 人 378 人 83 人 125 人 43 人 2,051 人 2,094 人 

平成 26年 631 人 341 人 501 人 366 人 79 人 123 人 44 人 1,997 人 2,041 人 

平成 27年 598 人 328 人 476 人 363 人 78 人 116 人 41 人 1,918 人 1,959 人 

平成 28年 575 人 311 人 459 人 340 人 76 人 114 人 44 人 1,831 人 1,875 人 

平成 29年 539 人 300 人 437 人 321 人 76 人 108 人 42 人 1,739 人 1,781 人 

資料：田原市地域福祉課（各年４月１日現在） 

 

 

表：主な障害区分別身体障害者手帳所持者の推移 

年 視覚 聴覚 音声・言語 肢体 内部 合計 

平成 24年 169 人 236 人 27 人 1,035 人 608 人 2,075 人 

平成 25年 162 人 230 人 25 人 1,047 人 630 人 2,094 人 

平成 26年 149 人 236 人 25 人 1,022 人 609 人 2,041 人 

平成 27年 141 人 235 人 26 人 968 人 589 人 1,959 人 

平成 28年 133 人 229 人 24 人 925 人 564 人 1,875 人 

平成 29年 129 人 218 人 24 人 874 人 536 人 1,781 人 

資料：田原市地域福祉課（各年４月１日現在） 
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３ 知的障害のある人の状況 

 

療育手帳所持者は、徐々に増加しており、平成 29 年には 426 人となっています。18

歳未満の方の療育手帳所持者については横ばいですが、18 歳以上の方が少しずつ増加

してきています。 

 

表：療育手帳所持者の推移 

年 
等級別 18歳 

未満 

18歳 

以上 
合計 

Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 

平成 24年 162 人 104 人 107 人 101 人 272 人 373 人 

平成 25年 171 人 109 人 115 人 101 人 294 人 395 人 

平成 26年 169 人 106 人 122 人 94 人 303 人 397 人 

平成 27年 173 人 113 人 128 人 105 人 309 人 414 人 

平成 28年 176 人 122 人 124 人 101 人 321 人 422 人 

平成 29年 177 人 122 人 127 人 108 人 318 人 426 人 

資料：田原市地域福祉課（各年４月１日現在） 

 

４ 精神障害のある人の状況 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者は年々増加し、平成 29 年で 291 人となっています。

他の手帳に比べ、過去 5 年間の所持者数の伸び率が 28.2％と、最も高くなっています。 

また、自閉症、学習障害、その他の広汎性発達障害等により日常生活や社会生活に制

限を受けている人もいるため、発達障害についても多くの市民に理解される必要があり

ます。 

 

表：精神障害者保健福祉手帳所持者の推移 

年 1級 2級 3級 合計 

平成 24年 16 人 157 人 54 人 227 人 

平成 25年 20 人 163 人 58 人 241 人 

平成 26年 26 人 179 人 49 人 254 人 

平成 27年 28 人 199 人 54 人 281 人 

平成 28年 28 人 198 人 65 人 291 人 

平成 29年 23 人 204 人 64 人 291 人 

資料：田原市地域福祉課（各年４月１日現在）  
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豊川保健所が把握している田原市の自立支援医療の申請者、精神障害者保健福祉手帳

所持者及び措置･医療保護入院者等の把握状況を見ると、全体で 1,165人となっており、平成

25年の同時期と比較し、225人増加しています。 

精神障害のある人は、精神障害者保健福祉手帳を交付されていなくても自立支援医療を

受けることができるため、手帳の交付申請に至らないことが多く、それに伴って潜在している人

数も多くなっています。 

年齢別に見ると、40～64 歳が 503 人と最も多くなっており、次いで 20～39 歳が 327 人とな

っています。 

疾患別に見ると、気分（感情）障害が 418人となっており、かつて最多となっていた統合失調

症を上回っています。 

また、把握者数の人口に占める割合も、平成 25年時点の 1.44％から 1.84％と増加していま

す。 

 

表：精神障害の把握状況（田原市分） 

区 分 20歳未満 20～39歳 40～64歳 65歳以上 合計 

把握者数 36 人 327 人 503 人 299 人 1,165 人 

年齢別人口 11,471 人 15,010 人 20,469 人 16,468 人 63,418 人 

年齢別人口に対する割合 0.31% 2.18% 2.46% 1.82% 1.84% 

気分（感情）障害 4 人 127 人 209 人 78 人 418 人 

統合失調症等 4 人 83 人 175 人 95 人 357 人 

てんかん 11 人 36 人 19 人 2 人 68 人 

神経症性障害、ストレス関連障
害及び身体表現性障害 4 人 30 人 42 人 7 人 83 人 

認
知
症
等 

血管性認知症 0 人 0 人 1 人 14 人 15 人 

アルツハイマー病認知症 0 人 0 人 2 人 49 人 51 人 

上記以外の症状性を含む
器質性精神障害 0 人 4 人 19 人 29 人 52 人 

心理的発達の障害 11 人 26 人 3 人 0 人 40 人 

依
存
症
等 

アルコール使用による精
神及び行動の障害 0 人 1 人 10 人 9 人 20 人 

アルコール、覚せい剤を除
く精神作用物質使用による
精神及び行動の障害 

0 人 2 人 1 人 2 人 5 人 

精神遅滞 0 人 5 人 6 人 0 人 11 人 

小児期及び青年期に通常発症す
る行動及び情緒の障害 2 人 6 人 4 人 0 人 12 人 

生理的障害及び身体的要因に関
連した行動症候群 0 人 3 人 0 人 0 人 3 人 

成人の人格及び行動の障害 0 人 0 人 1 人 1 人 2 人 

その他 0 人 0 人 3 人 2 人 5 人 

不明 0 人 2 人 8 人 11 人 21 人 

資料：豊川保健所【愛知県精神把握状況表】（平成 28 年 12 月 31 日現在）  
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５ 難病患者の状況 

 

「難病」とは、明確に定義された言葉ではなく、一般的に、発病の仕組みが不明確で

治療方法等が未確立であり、長期の療養を必要とする疾患に対して用いられる言葉です。 

平成 25 年度から、このような難病患者等についても障害福祉サービスを利用できる

ようになり、平成 29 年度にはその利用対象者がさらに拡大される等、整備が進んでい

ます。今後もあらゆる原因により社会的障壁のある人への必要な配慮や支援が提供でき

るよう、難病等についても市民に広く理解を求めていく必要があります。 

 

表：愛知県特定疾患医療給付受給者数（田原市分） 

疾患名 人数 疾患名 人数 

ベーチェット病 7 人 後縦靱帯骨化症 9 人 

多発性硬化症 5 人 ハンチントン病 2 人 

重症筋無力症 6 人 モヤモヤ病（ウィリス動脈輪閉塞症） 10 人 

全身性エリテマトーデス 22 人 多発血管炎性肉芽腫症 3 人 

スモン 1 人 特発性拡張型（うっ血型）心筋症 7 人 

再生不良性貧血 1 人 多系統萎縮症 6 人 

サルコイドーシス 6 人 膿疱性乾癬 1 人 

筋萎縮性側索硬化症 5 人 原発性胆汁性肝硬変 3 人 

全身性強皮症、皮膚筋炎、多発性筋炎 22 人 特発性大腿骨頭壊死症 9 人 

特発性血小板減少性紫斑病 16 人 混合性結合組織病 3 人 

結節性多発動脈炎 2 人 特発性間質性肺炎 2 人 

潰瘍性大腸炎 64 人 網膜色素変性症 10 人 

高安動脈炎 2 人 バｯド・キアリ症候群 1 人 

バージャー病 5 人 慢性血栓塞栓性肺高血圧 1 人 

脊髄小脳変性症 3 人 ライソゾーム病 1 人 

クローン病 10 人 球脊髄性筋萎縮症 1 人 

パーキンソン病関連疾患 21 人 下垂体前葉機能低下症 4 人 

 合計 269 人 

資料：豊川保健所（平成 28 年度） 
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６ 障害のある人の就労の状況 

 

（１） 豊橋公共職業安定所に登録している障害のある人の状況 

 豊橋市と田原市管内の障害のある人の就労の状況については、精神障害者の就業者が

年々増加しています。 
 

表：豊橋公共職業安定所に登録している障害のある人の状況 

区 分 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

有
効
求
職
者 

身体障害者計 349 人 420 人 418 人 303 人 247 人 

  

  

  

  

  

視 覚 17 人 17 人 14 人 11 人 13 人 

聴覚、平衡、音声言語、 
そしゃく機能 

53 人 54 人 52 人 41 人 33 人 

上肢切断機能 68 人 90 人 92 人 62 人 51 人 

下肢切断機能 93 人 111 人 103 人 75 人 55 人 

体幹機能 37 人 44 人 46 人 38 人 33 人 

脳病変による運動機能 2 人 3 人 3 人 2 人 2 人 

内部機能 79 人 101 人 108 人 74 人 60 人 

知的障害者 97 人 130 人 160 人 147 人 123 人 

精神障害者 253 人 365 人 436 人 377 人 314 人 

手
帳
所
持
な
し 

発達障害者 3 人 9 人 9 人 11 人 6 人 

難病患者 6 人 7 人 8 人 3 人 16 人 

高次脳機能障害者 0 人 3 人 3 人 2 人 1 人 

その他障害者 4 人 5 人 7 人 2 人 5 人 

就
業
中
の
者 

身体障害者計 789 人 831 人 870 人 680 人 725 人 

  

  

  

  

  

視 覚 45 人 47 人 551 人 33 人 33 人 

聴覚、平衡、音声言語、 
そしゃく機能 

176 人 179 人 184 人 157 人 175 人 

上肢切断機能 184 人 198 人 207 人 153 人 154 人 

下肢切断機能 186 人 189 人 199 人 159 人 167 人 

体幹機能 54 人 61 人 70 人 63 人 66 人 

脳病変による運動機能 3 人 2 人 2 人 1 人 2 人 

内部機能 141 人 155 人 157 人 114 人 128 人 

知的障害者 565 人 597 人 619 人 507 人 547 人 

精神障害者 217 人 249 人 299 人 344 人 439 人 

手
帳
所
持
な
し 

発達障害者 10 人 9 人 10 人 10 人 15 人 

難病患者 4 人 6 人 9 人 16 人 17 人 

高次脳機能障害者 2 人 1 人 1 人 3 人 3 人 

その他障害者 4 人 6 人 7 人 10 人 10 人 

資料：豊橋公共職業安定所（各年度３月末） 
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（２） 障害者雇用の状況 

豊橋市と田原市管内の障害者雇用率については、上昇傾向にありますが、平成 29 年

6 月 1 日時点では愛知県全体の（1.89％）を下回っています。（参考:全国 1.97％） 

また、障害者雇用の状況として、従業員が 50 人以上の企業数は全体で 293 社となっ

ており、そのうち法定雇用率達成企業数は 150 社となっています。 

田原市内では従業員が 50 人以上の企業が 16 社と少ない状況ですが、法定雇用率は

その約７割を占める 11 社が達成しています。 

 

表：障害者雇用の推移 

区 分 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

企業数 257 社 282 社 288 社 289 社 293 社 293 社 

  うち法定雇用率 
達成企業数 

110 社 108 社 115 社 129 社 145 社 150 社 

法定雇用率達成 

企業の割合 
42.8% 38.3% 39.9% 44.6% 49.5% 51.2% 

雇用率 1.44% 1.60% 1.59% 1.69% 1.78% 1.80% 

雇用率（愛知県） 1.61% 1.68% 1.74% 1.81% 1.85% 1.89% 

法定雇用率 1.8% 2.0% 

資料：豊橋公共職業安定所（各年度６月１日時点） 

 

表：障害者雇用の状況 

区 分 

企業数 法定雇用算定基礎労働者数 

実雇用率 

  
うち達成 
企業数 

達成割合 
 

うち障害者数 

田原市 16 社 11 社 68.8% 3,854.5 人 90.0 人 2.33% 

管内全体 293 社 150 社 51.2% 48,468.0 人 874.5 人 1.80% 

資料：豊橋公共職業安定所（平成 29年 6月 1日現在） 

※短時間労働者（週所定労働時間 20 時間以上 30 時間未満）の数を 0.5 カウントするため、労働者数

等に小数点以下の数値が生じます。 
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７ 障害福祉サービス利用者の状況 

 

（１） 障害福祉サービスの支給決定者数の推移 

 障害のある人のうち、障害者総合支援法に定められる障害福祉サービスを受給してい

る人は、平成 27 年度に多少減少したものの、おおむね緩やかに増加しています。 

 そのため、今後の障害福祉サービスの提供体制の整備については、量の確保とともに

提供されるサービスの質の向上や多様なニーズに応えることができる体制の整備につ

いて検討する必要があります。 

 

図：障害福祉サービス支給決定者数 

 

資料：田原市地域福祉課（各年４月１日時点） 
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（２） 障害支援区分認定者の内訳 

 障害福祉サービスを利用する人のうち、障害支援区分の認定を受けている人の内訳に

ついては、近年、サービス利用者の高齢化や障害の重度化等の理由により、支援の必要

性が高い区分６の認定者数が増加しています。 

 サービスの提供体制の整備についても、高齢化や障害の重度化に適切に対応できるよ

う検討する必要があります。 

 

表：障害支援区分認定者の内訳 

年 区分 1 区分 2 区分 3 区分 4 区分 5 区分 6 計 

平成 27年 10 人 43 人 62 人 45 人 54 人 71 人 285 人 

平成 28年 8 人 46 人 65 人 55 人 51 人 77 人 302 人 

平成 29年 10 人 46 人 64 人 60 人 51 人 84 人 315 人 

資料：田原市地域福祉課（各年４月１日時点） 

 

図：障害支援区分認定者の内訳 

  資料：田原市地域福祉課（各年４月１日時点） 

 

10 8 10 

43 46 46 

62 65 64 

45 
55 60 

54 
51 

51 

71 

77 
84 

0

50

100

150

200

250

300

350

H27 H28 H29
区分２ 

区分１ 

区分３ 

区分４ 

区分５ 

区分６ 



第３章 基本理念 

  16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 基本理念  

 

  



第３期田原市障害者計画 

 

17 

 

１ 計画の基本理念 

 

田原市総合計画の基本理念である「みんなが幸福を実現できるまち」を目指し、「笑

顔とやさしさの満ちあふれるまち」を実現するためには、障害がある人の権利に関する

理解が浸透し、差別や偏見のない、障害の有無に関わらずあらゆる分野の活動に関する

機会が確保された「共生のまち」の実現を目指す必要があります。 

 

そのような現状を踏まえ、本計画の基本理念は、 

お互いが大切な人と認めあい、共に育ち、共に暮らすまち 

とし、推進を図ります。 

 

 

 

 

 

参考：上位計画の基本理念等 

  田原市総合計画のまちづくりの理念 

 みんなが幸福を実現できるまち 

  田原市総合計画の将来都市像 

  うるおいと活力のあるガーデンシティ 

  田原市総合計画福祉分野の基本理念 

  笑顔とやさしさの満ちあふれるまち 

地域福祉計画の基本理念 

  みんなでつくる 笑顔とやさしさのみちあふれるまち 
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２ 基本的な視点 

 

この計画は、障害のある人を取り巻く幅広い分野の施策について検討し、すべての分

野において当事者の視点を取り入れることとします。以下の５つを基本的な視点として

推進します。 

 

 

 

自己決定の尊重と意思決定の支援    （わたしが選び、わたしが決める） 

○障害があることによって生き方や選択肢が制限されることのない環境を作

り、また、障害があることによって選択が困難とならないよう、選択しやす

い環境を構築します。 
 

当 事 者 本 位 の 総 合 的 支 援    （切れ目ない支援を行う） 

○組織や制度等、障害のある人を取り巻く環境によってその方自身の生活が左

右されることがないよう、組織や関係者が連携し、切れ目のない支援体制を

構築します。 

 

障 害 特 性 に 配 慮 し た 支 援    （障害の特性を理解しよう） 

○それぞれの障害にある特性をはじめ、性別や年齢、障害の状態等に応じて個

別に必要な支援ができる体制を構築します。 

 

 

バ リ ア フ リ ー の 推 進    （だれもが利用しやすく ） 

○障害のある人の活動を制限し、社会参加の機会を制約しているあらゆる事物、

制度、慣行、観念等の社会的障壁の除去を進め、ソフトとハードどちらもバ

リアフリー化を推進します。 

 

総合的かつ計画的な取り組の推進    （みんなで考え、みんなで進める） 

○計画を効果的かつ効率的に推進するために、高齢者施策や子育て支援施策の

ほか関連するすべての施策との整合性を図るとともに、市民との協働により

施策の展開を図ります。 
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３ 計画の体系 

 

障害者計画については、基本理念である「お互いが大切な人と認めあい、共に育

ち、共に暮らすまち」を目指すため、障害のある人を取り巻く現状と課題や障害者

基本法等の考え方に基づく新たな施策の内容を踏まえつつ、８つの「分野別施策」

すべてに５つの「基本的な視点」を取り入れ、推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の体系 

田原市障害者計画 

基 本 理 念 

5 つの視点 

お互いが大切な人と認めあい、共に育ち、共に暮らすまち 

わたしが選び、 
わたしが決める 

切れ目ない 
支援を行う 

障害の特性 
を理解しよう 

だれもが 
利用しやすく 

みんなで考え、 
みんなで進める 

分野 分野別の重点課題  課題解決のための方針 

生
活
支
援 

●相談支援体制の充実 
●福祉サービスの充実 
●障害児支援の充実 
●サービスの質の向上 
●人材の育成と確保 

 

障害福祉計画・障害児福祉計画 

として位置づけ 

（次ページ参照） 

保
健
・
医
療 

●医療機関等との連携 
●障害者の健康づくりに関する取り組み 
●こころの健康に関する取り組み 
●障害者の医療に関する取り組み 

 

○医療と福祉の連携の推進 
○健康診査や健康相談等の充実 
○相談窓口の充実と周知啓発 
○医療費の負担軽減 

教
育
・
文
化 

芸
術
・
ス
ポ
ー
ツ 

●インクルーシブ教育に関する取り組み 
●切れ目ない支援体制の構築 
●文化芸術、スポーツ振興に関する取り組
み 

 

○障害児童生徒学校介助員に関する取り組み 
○障害児教育の環境整備 ○教育支援の充実 
○特別支援学校等との連携 
○文化活動・スポーツ等への支援 
○図書館活用の支援  ○当事者団体への支援 

就
労
・
雇
用 

●障害者雇用の促進 
●福祉的就労環境の充実  

○就労移行支援事業所等との連携 
○就労支援機関との連携 
○障害者雇用に関する周知啓発 
○障害者就労施設等への優先調達の推進 

生
活
環
境 

●障害者に配慮したまちづくりの推進 
●情報を得やすくするための取り組み 
●行政サービスにおける配慮 

 

○バリアフリー化に関する取り組み 
○市営住宅等の活用に関する取り組み 
○グループホームの整備に関する取り組み 
○公共交通等に関する取り組み   ○市街地の整備に関する取り組み  
○意思疎通支援の充実   ○情報のバリアフリー化 
○行政窓口等における配慮 ○選挙等における配慮 

安
心
安
全 

●防災対策の推進 
●防犯対策の推進 
●消費者被害の防止 

 

○避難行動要支援台帳の作成 
○避難行動支援体制の構築 
○情報伝達体制の整備 
○防災教育・訓練の充実 
○警察との連携 
○心配ごと相談等の充実 ○消費生活相談等の充実 

差
別
解
消 

権
利
擁
護 

●障害者差別解消の推進 
●虐待防止の推進 
●権利擁護の推進 

 

○障害者差別解消に関する周知啓発 
○障害者虐待防止センターの充実 
○成年後見センターとの連携 
○意思決定支援に関する取り組み 

広
域
連
携 

●東三河広域連合との連携 
●東三河南部圏域との連携 
●福祉先進地との連携 
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また、生活支援分野を障害福祉計画・障害児福祉計画と位置づけ、福祉サービス等

の基盤整備を推進します。計画の策定に当たっては、第４期計画の評価と国から示さ

れる障害福祉サービス等の確保に関する基本的な指針を反映し、推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田原市障害福祉計画・田原市障害児福祉計画 

生活支援分野の重点課題 

相談支援体制の充実 

福祉サービスの充実 

障害児支援の充実 

サービスの質の向上 

人材の育成と確保 

○障害者総合相談センターの充実 
○地域包括支援センターとの連携 
○成年後見センターとの連携 
○教育サポートセンターとの連携 
○こども発達相談室との連携 
○子ども・若者総合相談窓口はなそうとの連携 
○広域的機関との連携 
○地域の関係団体との連携 
○その他の関係機関との連携 

○地域生活移行に向けた取り組み 
○地域生活支援拠点等の整備 
○一般就労移行に向けた取り組み 
○障害福祉サービスの状況と推計 
○地域生活支援事業の状況と推計 
○その他サービスに関する方針 

○当事者活動の活性化 
○  

○  
○田原市立田原福祉専門学校の取り組み 
○福祉教育の推進 
○市民活動やボランティア活動の活性化 

課題解決のための方針 

○障害児を取り巻く現状 
○障害児支援体制の構築 
○障害児保育に関する取り組み 
○障害児通所支援等の状況と推計 
○地域生活支援事業の状況と推計 
○その他サービスに関する方針 

数
値
目
標
を
設
定 

国
が
示
す
基
本
的
な
指
針 

第
４
期
計
画
の
評
価 

反映 

数
値
目
標
を
設
定 

■障害福祉計画・障害児福祉計画の基本的理念（国の基本指針） 

１．障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

２．市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等 

３．入所等から地域生活移行への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備 

４．地域共生社会の実現に向けた取り組 

５．障害児の健やかな育成のための発達支援 
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１ 生活支援 

 

障害のある人が地域で自立した生活を

送るためには、自らの能力を最大限に発

揮するための環境整備が必要です。 

生活支援に関する分野については、障

害のある人も安心して暮らせるよう、相

談支援体制の充実や福祉サービスの充実、

また、それらのサービスを担う人材の育

成と確保等について方針を定め、計画を

推進します。 

☆分野別の重点課題☆  

○相談支援体制の充実 

○福祉サービスの充実 

○障害児支援の充実 

○サービスの質の向上 

○人材の育成と確保 

 

 

（１） 相談支援体制の充実 

障害のある人が安心して暮らすための相談窓口の拠点として、障害者総合相談センタ

ーを設置しています。また、障害の有無にかかわらず日常生活等に関する様々な相談窓

口が設置されています。「田原市障害者自立支援協議会」の機能を活用し、これらの相

談窓口が連携しあらゆる問題に対応できるよう、ネットワークや相談体制の強化と充実

を図ります。 

 

障害者総合相談センターの充実 

●田原福祉センターに設置されている「障害者総合相談センター」を、障害者総合支援

法に定められる基幹相談支援センターとして継続して位置づけ、障害のある人の生

活に関するあらゆる相談のワンストップ窓口として、その機能の充実を図ります。 

●また、相談支援専門員の情報共有や人材育成の場として、市内の相談支援事業の拠点

機能を持つとともに、虐待防止や差別解消等の権利擁護、長期入院等からの地域生

活移行支援に必要な相談支援専門員と他の支援機関との連携の中核として、機能を

強化します。 

 

高齢者支援センターとの連携 

●高齢社会の到来とともに、市民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、

住民や福祉関係者による連携等により解決が図られることが強く求められています。 

●このような課題を解決し、地域で安心して暮らせるよう、「高齢者支援センター」と障

害者総合相談センターが協力し、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に

応じ、必要な支援が届くよう連携を強化します。 

 

成年後見センターとの連携 

●知的障害や精神障害または認知症等により、福祉サービス利用の契約等の際に適切に

判断することが困難な人の増加が見込まれます。 

●成年後見制度を活用して安心して暮らせるよう田原福祉センターに設置されている
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「成年後見センター」と連携し、意思決定に配慮し必要な支援が届くよう体制を強化

します。 

 

教育サポートセンターとの連携 

●教育に関する相談・就学指導・家庭教育・学校経営等について、適切な支援を行うた

めの中核的な組織として「教育サポートセンター」が設置されています。 

●教育と福祉が連携し、より質の高い支援を提供できるよう、また、卒園や入学、卒業、

就職等のライフステージの移行期に支援が途切れない体制を整えます。 

 

こども発達相談室との連携 

●発達に特性があるお子さんの成長や育児を支援する相談窓口として、また、卒園や卒

業後の支援体制を円滑に築くため、「こども発達相談室」を設しています。 

●保育所や放課後児童クラブ等への巡回支援など、子育て支援、障害者福祉、教育の各

機関の連携を強化し、年齢によって途切れることのない支援体制を整えます。 

 

子ども・若者総合相談窓口 はなそう との連携 

●おおよそ 40 歳未満の、不登校、ひきこもり、ニート等子ども・若者の総合相談窓口

として「子ども・若者総合相談窓口 はなそう」が開設されています。 

●障害や精神疾患により、ひきこもり等の状態となっている人もいるため、障害者福祉、

子育て支援、教育の各機関との連携を強化し、単一の機関では解決できないような問

題であっても適切に支援できるよう体制を整えます。 

 

広域的機関との連携 

●「公共職業安定所（ハローワーク）」、「障害者職業センター」及び「保健所」等国や県が

所管する広域的な専門支援機関と連携体制を構築し、専門性を必要とするニーズへの

対応や、市内の社会資源だけでは対応困難なニーズへ対応します。 

●また、「就業・生活支援センター」や「障害児等療育支援事業」等、広域を対象とした

事業を実施している機関との連携も推進します。 

 

地域の関係団体との連携 

●障害があっても、住み慣れた地域で安心して生活するためには、専門的な支援だけで

なく、地域住民の理解が重要です。また、支援を必要とする人の身近に助けを求める

ことができる人がいる環境も必要です。 

●各地域の「コミュニティ協議会」、「民生児童委員」や「ボランティア団体」等の市内の関

係団体と連携し、障害があっても暮らしやすいまちづくりに向けた取り組みを推進し

ます。 

 

その他の関係機関との連携 

●「特別支援学校」等、必要であるものの、田原市内にはない専門支援機関もあります。 

●障害者総合相談センターを中心に連携を強化し、状況の変化によって途切れることの

ない支援体制を作ります。  
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参考：障害者総合相談センター（基幹相談支援センター）の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

専門の相談窓口（３障害

対応）とともに、相談支

援専門員等の人材育成

を行います。 

施設・病院等への働きか

けや、地域生活移行へ向

けてのコーディネート

を行います。 

地域における課題の抽

出・整理を行い、解決に

向けて関係機関のネッ

トワーク化を行います。 

 相談支援専門員 

社会福祉士 精神保健福祉士 

基幹相談支援センター

ー 

田原市障害者自立 

支援協議会事務局 

権
利
擁
護
・
虐
待
防
止 

地
域
移
行
・
定
着
支
援 

田原市障害者自立支援協議会 

成
年
後
見
セ
ン
タ
ー

等 

総合相談・専門相談 

相談支援事業者 
高齢者支援センター等 

長期入院・入所者 障害者等 

障害者等 

精
神
科
病
院
・
施
設
等 

成年後見制度の利用支

援や、虐待防止に向けて

周知啓発、相談等を行い

ます。 

連携 

連携 連携 

地域団体 

民生委員 

企業等 

行政 
ボランティア 

教育関係 

事業所 

医療保健 

当事者 

課 題 の 検 討 

ネットワークの強化 
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参考：田原市障害者自立支援協議会組織図 

 

 

  

全 体 会 議 ： 田原市全体のネットワークを構築し、障害福祉に関する諸問題や新制度の

設置、障害者計画策定等に関する検討を行う。 

運 営 会 議 ： 毎月第２火曜日開催。市内外の障害福祉関係事業所、医療機関等で構成さ

れ、ネットワークの中で課題を共有し検討を行う。 

事 務 局 会 議 ： 毎月第４火曜日開催。委託の相談支援事業所と行政で構成され、各会議へ

の議題提出の検討や調整を行う。 

障 害 者 支 援 検 討 会 ： 障害のある人のそれぞれのライフステージに合わせた切れ目のない支援体

制の構築や教育と福祉の連携についての検討を行う。 

障 害 者 就 労 検 討 会 ： 障害のある人の福祉的就労や一般就労に関する周知啓発のための検討や、

就労先の確保に関する取り組みについて検討を行う。 

ヘ ル パ ー 連 携 会 ： 市内のヘルパー事業所が支援について共通の方向性を持ち、また、ヘルパ

ー支援の質を高めるための情報共有を行う。 

権 利 擁 護 部 会 ： 虐待防止や権利擁護に関する課題の共有や、理解を深めるための方策につ

いての検討を行う。 
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（２） 福祉サービスの充実 

障害のある人が住み慣れた地域で安心して暮らせることを目的として提供されるサ

ービスには、障害者総合支援法に定められる「自立支援給付」や、同法に定められ各市

町村が地域の実情に合わせ提供する「地域生活支援事業」、児童福祉法に定められる「障

害児通所支援等」のほか、法律で定められた以外の市独自のサービスがあります。 

これらのサービスを利用しやすく、必要としている人にサービスが届くよう、サービ

ス提供に関する体制を整備します。また、その体制整備に関しては、国から示された「基

本的な指針」等にも基づき、成果目標の設定や、各サービスの必要な見込み量及びその

確保のための方策についても計画に盛り込み推進します。 

 

表：福祉サービスの体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自立支援給付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域生活支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○理解促進研修・啓発事業

○自発的活動支援事業 

○相談支援事業 

○成年後見制度利用支援事業 

○成年後見制度法人後見支援事業 

障害者総合支援法 

障害児通所支援等 

○児童発達支援 

○医療型児童発達支援 

○  

○放課後等デイサービス 

○保育所等訪問支援 

○障害児相談支援 

児 童 福 祉 法 そ の 他 の サ ー ビ ス 

●日中活動系サービス 

○生活介護 

○自立訓練（機能訓練） 

○自立訓練（生活訓練） 

○就労移行支援 

○就労継続支援（Ａ型） 

○就労継続支援（Ｂ型） 

○就労定着支援 

○療養介護 

○短期入所 

 

●訪問系サービス 

○居宅介護 

○重度訪問介護 

○同行援護 

○行動援護 

○重度障害者等包括支援 

 
●居住系サービス 

○自立生活援助 

○共同生活援助(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) 

○宿泊型自立訓練 

○施設入所支援 

 

●相談支援 

○計画相談支援 

○地域移行支援 

○地域定着支援 

●医療・補装具 
○更生医療 

○育成医療 
○精神通院医療 
○補装具費 

○意思疎通支援事業 

○日常生活用具給付等事業 

○手話奉仕員養成研修事業 

○移動支援事業 

○地域活動支援センター 

○任意事業 

①訪問入浴サービス 

②日中一時支援事業 

③巡回支援専門員整備事業 

その他のサービス 

○障害者手当の支給 

○  

○  

○  

○緊急コールシステム 

○  

○  

○自動車改造費助成 

④自動車改造費助成 

○訪問理美容サービス 

○  

○  

○  

○  

○  

○  
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障害者総合支援法のサービス（自立支援給付） 

区 分 サービス内容 

介
護
給
付  

居宅介護 

（ホームヘルプ）  

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。また、通院時の介

護を行います。 

重度訪問介護  

重度の肢体不自由者や重度の行動障害のある人で常に介護を必要と

する人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動

支援等を総合的に行います。 

行動援護  
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避する

ための必要な支援、外出支援を行います。 

同行援護 重度の視覚障害により移動に制限がある人に、外出支援を行います。 

重度障害者等包括支援  
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的

に行います。 

短期入所 

（ショートステイ）  

自宅で介護する人が病気の場合等に、短時間、夜間も含め施設で、入

浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

療養介護  
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管

理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

生活介護  
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行

います。 

施設入所支援  
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行

います。 

訓
練
等
給
付  

自立訓練  

（機能訓練・生活訓練）  

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体機能

または生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労移行支援  
一般就労等を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の

向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援  

（A型・B型）  

一般就労等が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力

の向上のために必要な訓練を行います。 

なお、Ａ型とは雇用契約に基づく事業で、Ｂ型とは雇用契約に基づか

ない事業のことをいいます。 

就労定着支援 

一般企業等への就労に移行した障害のある人について、就労に伴う生

活面の課題に対し、就労の継続を図るために企業・自宅等への訪問や

障害者の来所により必要な連絡調整や指導・助言等を行います。 

共同生活援助  

（グループホーム）  

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の介護や援助

を行います。 

自立生活援助 

施設入所やグループホームを利用していた人が地域での単身生活を

希望する場合、必要な理解力を補うために、定期的な巡回訪問や随時

の対応により、必要な情報提供や相談・援助を行います。 
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自
立
支
援
医
療 

更生医療（障害者） 

育成医療（障害児） 

身体に障害のある人の障害を除去し、または軽減して職業能力の増

進、日常生活を容易にするために行われる医療です。 

精神通院医療 保険と公費で通院医療費の90％を負担します。 

補装具費 
義肢や車椅子等の購入に際し、補装具費（購入費、修理費）の支給を

行います。 

 

障害者総合支援法のサービス（地域生活支援事業）  

理解促進研修・啓発事業  
地域住民等に対し、障害の理解を深めるための講演会を開催する等、

周知啓発を行います。 

自発的活動支援事業 
障害のある人やその家族、地域住民が実施する社会活動支援やピア

サポートに関連する自発的な活動を支援します。 

相談支援事業  
障害のある人、家族等に対する相談対応、サービスの利用に関する

支援、情報提供等を行います。  

基幹相談支援センター等 

機能強化事業 

地域の相談支援事業の中核的な役割を担う機関として、総合相談、

権利擁護、地域移行・定着支援、相談支援事業所への指導助言等を

行います。 

成年後見制度利用支援事業  

知的、精神障害等により判断能力が十分でなく、成年後見制度の利

用が必要な人のうち、補助を受けなければ成年後見制度の利用が困

難な人に対し、申立てに関する経費や後見人報酬等の費用を助成し

ます。  

成年後見制度法人後見支援事業 
成年後見等の業務を適切に行うことができる法人を確保できる体制

を整備し、法人後見活動を支援します。 

意思疎通支援事業  

手話通訳者、要約筆記者を派遣する、また、発達障害や重度の重複

障害等により意思疎通が困難な人に支援員を派遣するなど、障害者

等とその他の者の意思疎通の円滑化を図ります。 

日常生活用具給付等事業 
重度障害者等に日常生活上の便宜を図るために、国の告示に定める

要件を満たす用具を給付または貸与します。 

手話奉仕員養成研修事業 手話奉仕員を養成するための研修会等を開催します。 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な人に対して、円滑に外出できるよう移動を支

援します。 

地域活動支援センター 

（機能強化型） 

創作活動または生産活動の機会の提供、社会との交流等を行います。 

機能強化型とは上記の機能に加え、相談支援等の事業も一体的に行

います。 

訪問入浴サービス 
重度の身体障害により入浴が困難な人に対して、自宅等へ訪問し、

浴槽を提供して行われる入浴サービスです。 

日中一時支援事業 一時的に見守り等の支援が必要な人の日中利用のサービスです。 

巡回支援専門員整備事業 

保育所や放課後児童クラブ等に巡回支援を実施し、支援を担当する

職員や保護者に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言等の

支援を行います。 

その他、自立した日常生活または社会生活を営むために必要な事業を行います。  
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児童福祉法のサービス（障害児通所支援）  

児童発達支援 
未就学の障害児に日常生活における基本的な動作の指導、知識技能

の付与、集団生活への適応訓練その他必要な支援を行います。 

医療型児童発達支援 肢体不自由児に児童発達支援及び治療を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 
重度の障害等により外出が著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問

して児童発達支援を提供します。 

放課後等デイサービス 
就学中の障害児に、授業の終了後または休業日に、生活能力の向上

のために必要な訓練、社会交流の促進その他必要な支援を行います。 

保育所等訪問支援 
保育所等を訪問し、集団生活への適応のための専門的な支援等を行

います。 

 

市独自のサービス 

障害者手当 

障害者手帳所持者を対象に、等級に応じ田原市障害者手当を支給し

ます。※同様に県から支給される在宅重度障害者手当や、国から支

給される特別障害者手当等があります。 

福祉タクシー・バス、 

電車回数券・元気パス購入助成券 

障害により移動に制約がある方に対し、タクシーの助成券またはバ

ス・電車回数券、元気パス購入助成券を交付し、外出の支援を行い

ます。また、公共交通機関の利用が困難な重度の障害がある方に対

し、福祉有償運送利用の助成を行います。 

人にやさしい 

住宅リフォーム補助金 

身体障害のある人がいる世帯で、リフォームヘルパーの相談及び助

言により、住宅を改修する場合に補助金を支給します。 

自動車運転免許取得費助成 身体障害のある人が運転免許取得する際にその費用を助成します。 

自動車改造費助成 
身体障害のある人で運転免許の条件が付されている人が、条件に合

うように自動車を改造する際の費用を助成します。 

緊急コールシステム 

ひとり暮らしの重度障害のある人に対し、緊急時にボタンを押すこ

とで通報される等の機能がある機械を貸与し、安全に生活できるよ

う支援します。 

重度身体障害者 

寝具乾燥消毒サービス 

自宅で生活している重度の身体障害のある人の寝具を乾燥・消毒し

ます。 

訪問理美容サービス 
自宅で生活している重度の障害のある人に、訪問理美容助成券を交

付します。 

重症心身障害児者短期入所 

利用支援事業費補助 

重度の心身障害のある人が短期入所を利用した際に、利用人数や利

用回数に応じて事業所の運営を補助します。 

障害者共同生活援助事業費補助 
共同生活援助（グループホーム）の経営の安定化を図ることを目的

として運営を補助します。 

医療ケアを必要とする人の 

短期入所利用費補助 

医療ケアを必要とする人が、看護師等が配置されている短期入所事

業所を利用した際に、利用回数や利用人数に応じて事業所の運営を

補助します。 

ペアレントプログラム普及促進 
子どもの個性に合った育て方を学び、楽しい親子関係作りのプログ

ラムの普及を図ります。 

スキルトレーニングプログラム 
障害児が地域で生活していく上で必要なスキルの向上を図るための

プログラムを実施します。 
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放課後児童クラブ 

障害児受入促進事業 

放課後児童クラブで障害児等を受け入れる際に、環境に適応できる

ような支援を行うとともに、学校や関係機関との連携を図る専門員

を配置します。 

放課後児童クラブヘルパー派遣 
障害のある児童が放課後児童クラブに安心して参加できるよう、ヘ

ルパーを派遣します。 

障害児童生徒学校介助員派遣 
障害のある児童生徒が豊かで安心して学校生活を送ることができる

よう、必要に応じ田原市立の小中学校にヘルパーを派遣します。 

福祉施設通園交通費補助 
児童発達支援を利用する児童の保護者に対し、利用に必要な交通費

の一部を助成します。 

 

 

 

地域生活移行に向けた取り組み 

地域生活への移行を進める観点から、入所施設に入所している障害のある人のうち、

今後、グループホームや一般住宅等に移行する数を見込み、その上で、平成 32 年度末

の段階において、地域生活に移行する障害のある人の数値目標を設定します。 

 また、精神科病院等に長期間入院していた人が、退院後も安心して生活できるよう、

地域での支援体制を整えます。 

 

施設入所者数と地域生活移行者数 

平成 28年度末 

施設入所者数 
目
標 

平成 32（2020）年度末 

時点の施設入所者数 

平成 28年度末 

入所者数からの 

減少率 
目
標 84 人 

84 人 2％ 実
績 86 人 

 

平成 27年～29年度中の 

地域生活移行者数 
目
標 

平成 30～32（2020）年度 

地域生活移行者数 

平成 28年度末 

入所者数からの 

移行率 
目
標 11 人 

8 人 9％ 実
績 9 人 

 

入院中の田原市の精神障害者の地域生活移行者数（参考） 

平成 28年度中の地域生活移行者数 

実
績 4 人 

 

地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組み 

精神障害がある人も、地域の一員として安心して自分らしい暮らしができるよう、地域

包括ケアシステムの構築が求められています。国の基本指針では、保健・医療・福祉関係

者が情報共有できる協議の場の設置に向けた目標を設定することとされていますが、本市

では自立支援協議会を活用し、総合相談センターを中心にこれまで構築してきた各医療機
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関や介護保険事業所、保健所等との連携体制を維持し、さらなる関係強化を目指すことが

有効であるとの考えから、特に新たな協議の場の設置はしません。 

 また、精神病床における長期入院患者の地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）は６人

となっています。これを勘案し、福祉サービス等の見込量を算出します。 

 

地域生活支援拠点等の整備 

平成 29 年度までに、障害のある人が地域で安心して暮らすために求められる機能を

集約した拠点（地域生活支援拠点）の面的整備を行ってきました。 

今後は障害者総合相談センターがコーディネートの役割を担い、市内の関係機関がそ

れぞれに必要な機能を分担しながら、障害のある人の高齢化や障害の重度化、親なき後

をみすえ、支援を進めていきます。また、障害者自立支援協議会運営会議や各部会にお

いて専門性の習得を目途とした研修会を開催し、人材育成を図ります。 

 

地域生活支援拠点に求められる機能 

・相談支援体制の整備と地域の体制づくり（地域移行や親元からの自立へ向けた支援） 

・体験の機会や場の提供（ひとり暮らし体験やグループホーム体験等） 

・緊急時の受入や対応（ショートステイの利便性や対応力の向上） 

・専門性（人材の確保と養成、連携等） 

 

図：地域生活支援拠点のイメージ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

※面的整備型は、上記の機能を集約した拠点施設を設けるのではなく、地域において機

能を分担し整備します。 

  

医療機関 

生活介護・就労系 

その他必要な機能 

高齢化 

へ対応 

在宅 

医療 

地域支援機能 

コーディネーター 

ショートステイ 

24時間 
の対応 

緊急時の

受入れ 

障害者支援施設 

グループホーム 

居住支援機能 

体験 

の場 

専門性 

の確保 

地域生活支援拠点 

連携 
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一般就労移行に向けた取り組み 

福祉施設利用者のうち就労移行支援事業所等を通じて、同年度中に企業等への一般就

労に移行する障害のある人の数値目標を設定します。 

 

 平成 32（2020）年度中に、就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数を、

平成 28 年度末から 1.5 倍増加することを目標とします。 

 平成 28年度 
目
標 

平成 32（2020）年度 対Ｈ28 

一般就労移行者数 6 人 9 人 150％ 

 

 平成 32（2020）年度末時点での就労移行支援事業の利用者数を、平成 28 年度末か

ら 1.25 倍増加することを目標とします。 

 平成 28年度 
目
標 

平成 32（2020）年度 対Ｈ28 

就労移行支援事業 

利用者数 
16 人 20 人 125％ 

 

 市内すべての就労移行支援事業所の就労移行率が平成 32（2020）年度末に 5 割以上

となるよう体制を強化します。 

 平成 28年度 
目
標 

平成 32（2020）年度 

就労移行支援事業所ごとの就労 

移行率が 3割以上の事業所の割合 
－ 50 ％ 

 

 就労定着支援については、支援開始から1年後の就労定着率が80％以上となるよう、

関係機関と連携し、支援体制を整えます。 

 平成 28年度 
目
標 

平成 31年度 

（2019） 

平成 32年度 

（2020） 

就労定着支援事業による 1年後の 

職場定着率 
－ 80 ％ 80 ％ 
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参考：国の基本指針のうち成果目標に関する事項（平成 32（2020）年度までの目標） 

①福祉施設の入所者の地域生活への移行 

・平成 28年度末時点における施設入所者の 9％以上を平成 32（2020）年度末までに地域

生活へ移行。 

・平成 32（2020）年度末時点における福祉施設入所者を、平成 28年度末時点から 2％以

上削減。 

 

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・平成 32（2020）年度末までに、全ての障害保健福祉圏域ごとに保健・医療・福祉関係者に

よる協議の場を設置。 

・平成 32（2020）年度末までに、全ての市町村ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の

場を設置。 

 

③地域生活支援拠点等の整備 

・平成 32（2020）年度末までに、障害者の地域での生活を支援する拠点等を少なくとも一つ

整備。 

 

④福祉施設から一般就労への移行等 

・平成 32（2020）年度中に就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数を平成 28

年度実績の 1.5倍以上にする。 

・平成 32（2020）年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成 28年度末実績から

2割以上増加する。 

・就労移行率 3割以上である就労移行支援事業所を、平成 32（2020）年度末までに全体の

5割以上とする。 

・各年度における就労定着支援による支援開始から 1年後の職場定着率を 80％以上とす

る。 

 

⑤障害児支援の提供体制の整備等 

・重層的な地域支援体制の構築を目指すため、平成 32（2020）年度末までに、児童発達支

援センターを少なくとも 1カ所以上設置。 

・平成 32（2020）年度末までに、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築。 

・平成 32（2020）年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び

放課後等デイサービス事業所を少なくとも１カ所以上確保。 

・医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設置。 
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障害福祉サービスの状況と推計 

田原市は、東西に長い地形であるとともに、既存の地域資源や事業者が各地域に点在

しているわけではないため、サービスを利用するには長時間の移動が必要となる人もい

ます。 

さらに三方が海に面しているため、他市のサービス事業所を幅広く利用することが難

しく、市外からの事業者の参入も多くはありません。 

平成 18 年の障害者自立支援法施行以降、事業所数は毎年増加しつつありますが、市

内に事業所がないサービスや事業所がない地域もあり、今後も拡充が必要です。また、

事業所数の拡充と同時に、質の高い支援が提供できる体制づくりも必要となっています。 

こうした現状を踏まえながら、田原市における障害福祉サービスの目標及び目標達成

のための方針を定め、また、東三河南部圏域との連携を考慮し、検討する必要がありま

す。 

 

圏域等との連携のイメージ 
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①訪問系サービス 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31

（2019） 

H32 

（2020） 

居宅介護 

見
込 

969 時間 1,026時間 1,083時間 
525 時間 535 時間 545 時間 

51 人 54 人 57 人 

実
績 

754 時間 505 時間 517 時間 
57 人 60 人 63 人 

48 人 50 人 54 人 

重度訪問介護 

見
込 

248 時間 248 時間 248 時間 
50 時間 50 時間 50 時間 

2 人 2 人 2 人 

実
績 

85 時間 0 時間 0 時間 
1 人 1 人 1 人 

1 人 0 人 0 人 

同行援護 

見
込 

30 時間 40 時間 50 時間 
10 時間 10 時間 10 時間 

3 人 4 人 5 人 

実
績 

5 時間 6 時間 5 時間 
2 人 2 人 2 人 

1 人 2 人 2 人 

行動援護 

見
込 

64 時間 80 時間 96 時間 
20 時間 30 時間 40 時間 

4 人 5 人 6 人 

実
績 

17 時間 1 時間 17 時間 
1 人 2 人 3 人 

1 人 1 人 1 人 

重度障害者等 

包括支援 

見
込 

0 時間 0 時間 0 時間 
0 時間 0 時間 0 時間 

0 人 0 人 0 人 

実
績 

0 時間 0 時間 0 時間 
0 人 0 人 0 人 

0 人 0 人 0 人 

※Ｈ29の数値については見込みです。 
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第４期障害福祉計画の評価 

【第４期の取り組み】 

○田原市障害者自立支援協議会「ヘルパー連携会」を中心に研修会を企画し、支援の質

の向上のためのヘルパー向け研修会が開催される等、ヘルパー事業所との協働による

施策推進の基盤が整備されつつあります。 

【見込と実績の比較分析】 

○居宅介護の利用実績については、利用時間が平均的な利用時間よりも多かった利用者

の転出等により、見込を下回っています。 

○重度訪問介護については、平成 28 年度以降、利用はありませんでした。 

○同行援護については、利用者が少なく、見込みを下回っています。 

○行動援護についても、市内に提供事業所がないため利用者が少なく、見込みを大幅に

下回っています。 

○重度障害者等包括支援については、市内及び近隣に提供事業所がないため、利用があ

りませんでした。このサービスは介護の必要性が高い人に、居宅介護や相談支援等を

包括的に提供するものですが、市内の利用対象者については相談支援専門員の調整に

より、複数のサービスを組み合わせて利用しています。 

【現状の課題】 

○ニーズに応えるためのヘルパー数の確保及びヘルパーの育成等が必要です。 

○重度訪問介護を提供できる市内の事業所数が少ないため、十分にサービスが提供でき

る体制の整備が必要です。 

 

第５期障害福祉計画の目標 

●重度訪問介護については、平成 30 年度から医療機関への入院時も一定の支援が可能

となることからニーズの増加が予想されるため、体制の充実に向け、市内の事業所へ

の周知啓発を促進します。 

●市内の事業所を対象とした研修会等を開催し、より専門性を必要とする支援を提供で

きる人材育成を促進します。 

●「ヘルパー連携会」を中心に、人材の確保と育成に関する取り組みを進め、安心して

在宅生活を送ることができる支援体制の整備を図ります。 

●また、在宅支援の専門性から知り得る課題を「ヘルパー連携会」で抽出し、事務局等

で検証・検討を重ねながら「まちづくり」に活用できるようシステムの構築を図りま

す。 
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②日中活動系サービス 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

生活介護 

見
込 

3,640人日 3,700人日 3,760人日 
3,720 人日 3,780 人日 3,840 人日 

182 人 185 人 188 人 

実
績 

3,506人日 3,458人日 3,493人日 
190 人 193 人 196 人 

179 人 177 人 180 人 

自立訓練 

（機能訓練） 

見
込 

23 人日 23 人日 23 人日 
23 人日 23 人日 23 人日 

1 人 1 人 1 人 

実
績 

0 人日 0 人日 0 人日 
1 人 1 人 1 人 

0 人 0 人 0 人 

自立訓練 

（生活訓練） 

見
込 

23 人日 23 人日 23 人日 
23 人日 23 人日 23 人日 

1 人 1 人 1 人 

実
績 

0 人日 0 人日 0 人日 
1 人 1 人 1 人 

0 人 0 人 0 人 

就労移行支援 

見
込 

324 人日 360 人日 396 人日 
310 人日 320 人日 330 人日 

18 人 20 人 22 人 

実
績 

370 人日 316 人日 261 人日 
18 人 19 人 20 人 

22 人 18 人 16 人 

就労継続支援 

（Ａ型） 

見
込 

288 人日 300 人日 400 人日 
460 人日 480 人日 500 人日 

14 人 15 人 20 人 

実
績 

73 人日 291 人日 438 人日 
25 人 27 人 29 人 

4 人 15 人 23 人 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

見
込 

825 人日 855 人日 855 人日 
970 人日 1,040 人日 1,040 人日 

55 人 57 人 57 人 

実
績 

798 人日 857 人日 945 人日 
62 人 65 人 65 人 

51 人 53 人 59 人 

就労定着支援 

見
込 

- - - 

0 人 1 人 1 人 

実
績 

- - - 

療養介護 

見
込 

1 人 1 人 1 人 
 

1 人 1 人 1 人 
実
績 

1 人 1 人 1 人 
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サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

短期入所 

（福祉型） 

見
込 

304 人日 312 人日 328 人日 
310 人日 315 人日 315 人日 

38 人 39 人 41 人 

実
績 

336 人日 322 人日 308 人日 
39 人 40 人 40 人 

42 人 42 人 38 人 

短期入所 

（医療型） 

見
込 

- - - 
16 人日 24 人日 32 人日 

- - - 

実
績 

0 人日 0 人日 8 人日 
2 人 3 人 4 人 

0 人 0 人 1 人 

※「人日」は、１人１月当たりの平均利用日数に利用人数を掛けて算出しています。 

※Ｈ29年度の数値については見込みです。 

第４期障害福祉計画の評価 

【第４期の取り組み】 

○障害者自立支援協議会「運営会議」において、障害福祉サービス等従事者による障害

者虐待の防止及び支援の質の向上を目的とした勉強会を開催しました。 

○また、改正障害者総合支援法の周知・啓発と理念の理解・共有を丁寧に行いました。 

【見込と実績の比較分析】 

○生活介護については、施設入所者の減少や、特別支援学校卒業生の多くが就労系サー

ビスを利用したことにより、見込を下回りました。市内の事業所数、定員ともに充足

しつつあり、支援メニューも多様化しています。 

○就労継続支援（Ａ型）については、市内に事業所が創設され利用者が増えたことから、

見込に近い数値となっています。 

【現状の課題】 

○就労系の事業所は市内にも少しずつ増えてきましたが、多様なニーズに応えるために

はまだ十分とはいえず、さらなる整備が必要です。 

○また、就労系事業所は一般企業からの参入が多く、障害福祉についての理解と専門性

の習得に関する支援が必要です。 

○事業所の多く所在する地域とそうでない地域との差があるため、居住する地域にかか

わらず利用しやすいサービス提供体制の整備が必要です。 

○医療的支援を必要とする人たちも安心してサービスを利用できる体制の整備が必要

です。 
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第５期障害福祉計画の目標 

●重度の障害がある人や障害児も安心してサービスを利用できるよう、また、個別のニ

ーズに対し適切に応えるためにも、提供されるサービスの質の向上がより一層望まれ

ます。事業所や利用者に適切な情報が提供されるよう、相談支援事業の機能強化を図

り、サービスの質の向上を推進します。 

●就労系サービスについては、多様なニーズに応えることができるよう、引き続き市内

の事業所や企業に必要な情報を提供し、支援の質の向上を図るとともに、新たな事業

所設立の促進を図ります。 

●障害者自立支援協議会「障害者就労検討会」で障害者雇用に関する周知啓発について

引き続き検討し、就労支援専門員を中心に就労系サービス利用後の就労先の確保を進

めるとともに、就労後の定着支援の強化を図ります。 

●障害福祉サービスと合わせ、市と企業等が協力し実施している「職場体験事業」等も

活用することにより、就労に向けてのきっかけ作りを目指します。 

●医療的な支援の必要な人が安心して生活できるよう、市内の医療機関との連携強化を

図るとともに、市外の事業所等とも連携を強化します。 
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③居住系サービス 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

自立生活援助 

見
込 

- - - 

1 人 1 人 1 人 
実
績 

- - - 

共同生活援助 

（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 

見
込 

24 人 29 人 35 人 

24 人 26 人 28 人 
実
績 

26 人 25 人 23 人 

施設入所支援 

見
込 

89 人 87 人 84 人 

84 人 82 人 80 人 
実
績 

91 人 88 人 86 人 

※Ｈ29の数値については見込みです。 

第４期障害福祉計画の評価 

【第４期の取り組み】 

○グループホームの増加には必須となる就労の場の確保のため、障害者就労検討会や就

労支援専門員を中心に、企業等とのネットワークの構築や周知の強化を目的としたチ

ラシ等の作成を行いました。 

【見込と実績の比較分析】 

○施設入所支援については、高齢化等に伴う利用者の死亡や入院により、減少傾向にあ

ります。 

【現状の課題】 

○グループホームについては充足しておらず、また、事業所の所在地も同地区に集中し

ているため、市内全域に整備していく必要があります。 

○グループホームの増加のためには、日中活動の場や就労の場の確保も必要であり、日

中と夜間双方の支援体制の構築が必要です。 

○施設入所者の高齢化により生じる問題も今後は増加が予想されます。 

 

第５期障害福祉計画の目標 

●市内全域にグループホームが設置されるよう、市内の事業所等に設置に向けた周知啓

発、支援を行うとともに、日中活動の場や就労の場の確保を引き続き促進します。 

●施設入所者の高齢化により生じる問題に対応するため、介護保険事業所との連携を強

化し、高齢になっても安心して生活するために必要な支援について検討します。 

●施設入所者が地域生活へ移行した後にも安心して生活できるよう、相談支援専門員が

作るサービス等利用計画作成時にニーズを整理し、必要な社会資源開発を促進します。  
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④相談支援 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

計画相談支援 

見
込 

78 人 83 人 85 人 

98 人 100 人 102 人 
実
績 

93 人 92 人 95 人 

地域移行支援 

見
込 

1 人 1 人 1 人 

2 人 2 人 2 人 
実
績 

2 人 1 人 2 人 

地域定着支援 

見
込 

2 人 2 人 2 人 

3 人 3 人 3 人 
実
績 

3 人 3 人 3 人 

※Ｈ29の数値については見込みです。 

第４期障害福祉計画の評価 

【第４期の取り組み】 

○相談支援事業所とサービス提供事業所とが協力・連携し、サービス等利用計画の作成

をスムーズに行いました。 

○提供されるサービス等利用計画の質の平準化を図るため、障害者総合相談センター長

による確認をすべての計画に対し行いました。 

○地域相談支援については、精神科医療機関や入院患者向けに制度紹介のために作成し

たパンフレットを配布し、利用促進を図りました。 

【見込と実績の比較分析】 

○計画相談支援については、すべての利用者の計画が作成されており、障害福祉サービ

スの円滑な提供につながっています。 

○地域相談支援についても見込みに近い利用者数となっています。 

【現状の課題】 

○地域相談支援については、以前と比べると少しずつ広まってはきましたが、まだ十分

とはいえないため、引き続き精神科医療機関や入院患者等への周知が必要です。 

○サービス等利用計画作成時に把握された課題を解消するため、ケアマネジメントの手

法を用いて社会資源を創出する仕組みづくりの一層の強化が必要です。 

 

第５期障害福祉計画の目標 

●地域相談支援に関する周知啓発を進め、安心して地域生活への移行ができるよう、相

談支援機能の強化及び地域の社会資源の開発を促進します。 

●質の高いサービス等利用計画が作成されるよう、障害者総合相談センターにおいて相

談支援専門員の人材育成を強化するとともに、ネットワークの構築を推進します。  
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⑤補装具費（参考） 

 

 品 目 H27 H28 H29 

交付 

義肢 8 件 7 件 8 件 

装具 3 件 5 件 4 件 

盲人安全つえ 2 件 3 件 1 件 

補聴器 16 件 16 件 15 件 

車椅子 8 件 13 件 8 件 

電動車椅子 2 件 1 件 2 件 

歩行器 0 件 2 件 1 件 

歩行補助つえ 1 件 3 件 2 件 

眼鏡（矯正眼鏡） 0 件 0 件 0 件 

眼鏡（遮光） 0 件 1 件 0 件 

特殊義眼 0 件 1 件 0 件 

座位保持装置 3 件 4 件 10 件 

特例補装具 1 件 3 件 1 件 

座位保持椅子 0 件 0 件 3 件 

小  計 44 件 59 件 55 件 

修理 

義肢 7 件 10 件 6 件 

装具 2 件 1 件 2 件 

補聴器 6 件 8 件 7 件 

車椅子 42 件 29 件 33 件 

電動車椅子 10 件 9 件 10 件 

座位保持装置 1 件 0 件 1 件 

歩行補助つえ 0 件 0 件 0 件 

歩行器 1 件 0 件 0 件 

小  計 69 件 57 件 59 件 

※Ｈ29の数値については見込みです。 

※補装具品目は表中の品目のほかに、重度障害者用意思伝達装置等があります。 
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地域生活支援事業の状況と推計 

 地域生活支援事業とは、障害者総合支援法に定められる事業で、市の状況や地域性に

合わせた柔軟な支援体制を構築することを目的としています。移動支援事業及び日中一

時支援事業等の給付事業のほかにも相談支援事業や啓発事業等を田原市の現状に合わ

せて実施し、自立支援給付等、全国一律のサービスでは対応できないニーズに応え、よ

り安心して暮らせるまちになるよう事業を実施します。 

 

第４期障害福祉計画の評価と第５期障害福祉計画の目標 ※Ｈ29の数値については見込みです。 

 

理解促進研修・啓発事業 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

理解促進研修・ 

啓発事業 

実

績 

2 回 1 回 2 回 2 回 2 回 2 回 

 

【第４期の評価】 

○小中学校の保護者等向けの講演会等に相談支援専門員を講師として派遣する等、市民

の障害についての理解が深まるよう取り組みました。 

【第５期の目標】 

●第５期においても引き続き事業を実施し、「共生のまち」田原市を考える会を周知啓

発活動の中心として、障害についての周知啓発を促進します。 

 

 

自発的活動支援事業 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

自発的活動支援

事業 

実

績 
2 団体 3 団体 3 団体 3 団体 3 団体 3 団体 

 

【第４期の評価】 

○当事者団体等が実施するピアサポート事業や社会活動支援等の自発的活動に対する

補助金の交付団体が、平成 28 年度から１団体増えました。 

【第５期の目標】 

●第５期においても引き続き活動を支援する一方で、補助のあり方等については慎重に

検討を進めます。 
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成年後見制度利用支援事業 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

成年後見制度 

利用支援事業 

実

績 
0 件 1 件 0 件 1 件 1 件 1 件 

 

【第４期の評価】 

○第４期の利用は平成 28 年度の１件となっています。 

【第５期の目標】 

●第５期には適切な制度利用が進むよう、関係者の成年後見制度への理解を深める取り

組みや制度の周知を行います。 

 

 

 

成年後見制度法人後見支援事業 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

成年後見制度法人

後見支援事業 

実

績 
1 法人 1 法人 1 法人 1 法人 1 法人 1 法人 

 

【第４期の評価】 

○平成 19 年度から田原市社会福祉協議会に成年後見センターが設置され、法人後見が

実施されています。 

【第５期の目標】 

●第５期でも社会福祉士や顧問弁護士の配置等により適切に法人後見業務が運営でき

るよう事業を継続します。 
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相談支援事業 

 

相
談
支
援
事
業 

  H27 H28  H29 
 H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

障害者相談支

援事業 

見込 4 箇所 4 箇所 4 箇所 

目
標 

3 箇所 3 箇所 4 箇所 
実績 4 箇所 3 箇所 3 箇所 

基幹相談支援

センター等機

能強化事業 

見込 1 箇所 1 箇所 1 箇所 
1 箇所 1 箇所 1 箇所 

実績 1 箇所 1 箇所 1 箇所 

住宅等入居支

援事業 

見込 実施 実施 実施 
実施 実施 実施 

実績 実施 実施 実施 

 

【第４期の評価】 

○相談支援事業については平成 28 年度に 1 箇所減少してはいるものの、基幹相談支援

センターである障害者総合相談センターを中心に、円滑に運営されています。 

○相談支援事業を委託したすべての事業所がその運営に関わることにより、総合相談窓

口として機能を持ち、人材育成等、相談支援の機能強化を一体的に行っています。 

【第５期の目標】 

●第５期も継続して障害者総合相談センターを設置し、市内の相談支援事業及び人材育

成の拠点として機能するよう、状況に合わせた運営を継続します。また、現状は表面

化していないニーズの把握と、その解決のための検討が障害者自立支援協議会で行わ

れるよう機能を強化し、協議会のさらなる活性化を図ります。 

●件数増や多様化する相談内容に円滑に対応するため、相談支援事業所数の増加を目指します。 
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意思疎通支援事業 

 

意
思
疎
通
支
援 

  H27 H28  H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

手話通訳者 
派遣事業 

実
績 

40 時間 71 時間 70 時間 

90 時間 95 時間 100 時間 
要約筆記者 
派遣事業 

5 時間 10 時間 10 時間 

手話通訳者 
設置事業 

実
績 

週 5 回 週 5 回 週 5 回 週 5 回 週 5 回 週 5 回 

 

【第４期の評価】 

○派遣事業については、目標に対し実績が大幅に下回っています。これは主に、制度の

周知不足等が原因だと考えられます。 

○平成 27 年度から、平日毎日、市役所庁舎内に手話通訳者を配置しています。 

【第５期の目標】 

●第５期では、派遣事業に関する制度の周知に努めます。特に要約筆記については、各

行事における主催者等にも制度を周知し、利用促進を図ります。 

●利用希望者は主に意思疎通が困難な方であることから、なるべく気軽で簡単に手続き

できる方法等について改めて検討し、より利用しやすい体制整備を進めます。 

●第５期も引き続き市役所庁舎内に平日毎日手話通訳者が配置できるよう努め、手話通

訳者・要約筆記者の派遣のコーディネートや手話通訳者等の養成がより効果的に推進

できるよう、体制を整備します。 

 

手話奉仕員養成研修事業 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

手話奉仕員養成

研修事業 

実

績 
- - 8 人 8 人 8 人 8 人 

 

【第４期の評価】 

○平成 29 年度に手話奉仕員養成研修を実施しました。 

○田原市社会福祉協議会では事業として手話入門講座を行っていますが、受講者の確保

や受講後の活躍の場の提供は課題となっています。 

【第５期の目標】 

●第５期には、効果的な養成研修のあり方や開催方法について、課題を整理するとともに、

手話通訳者等や当事者団体等から意見を参考にし、手話奉仕員養成研修事業を継続します。 
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日常生活用具給付費 

 

日
常
生
活
用
具
給
付
費 

  H27 H28  H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

介護訓練 

支援用具 

実

績 

0 件 3 件 5 件 5 件 5 件 5 件 

自立生活 

支援用具 
3 件 5 件 5 件 5 件 5 件 5 件 

在宅療養等 

支援用具 
10 件 15 件 10 件 10 件 10 件 10 件 

情報・意思 

疎通支援用具 
2 件 15 件 8 件 10 件 10 件 10 件 

排泄管理 

支援用具 
1,220 件 1,202 件 1,280 件 1,300 件 1,320 件 1,340 件 

住宅改修費 0 件 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 

 

【第４期の評価】 

○第４期にはストマ用装具等の排泄管理支援用具の支給が大半を占めました。 

○平成 28 年度、平成 29 年度に、対象とする品目と、対象者の年齢制限の改正を行いました。 

【第５期の目標】 

●第５期には対象とする品目等の改正等、市民のニーズに合わせた支給ができるよう見

直しも行い、事業を継続します。 

 

参考：日常生活用具給付品目一覧 

介護・訓練支援用具： 特殊寝台、特殊マット、特殊尿器、入浴担架、体位変換器、

移動用リフト、訓練いす、訓練用ベッド等 

自立生活支援用具： 入浴補助用具、便器、頭部保護帽、歩行補助つえ、移動・

移乗支援用具、特殊便器、火災警報器、自動消火器、電磁

調理器、歩行時間延長信号機用小型送信機、聴覚障害者用

屋内信号装置等 

在宅療養等支援用具： 透析液加湿器、ネブライザー（吸引器）、電気式たん吸引器、

酸素ボンベ運搬車、盲人用体温計（音声式）、盲人用体重計

動脈血中酸素飽和測定器（パルスオキシメーター）等 

情報・意思疎通支援用具： 携帯用会話補助装置、情報・通信支援用具、点字ディスプ

レイ、点字器、点字タイプライター、視覚障害者用ポータ

ブルレコーダー、視覚障害者用活字文書読上げ装置、視覚

障害者用拡大読書器、盲人用時計、聴覚障害者用通信装置、

聴覚障害者用情報受信装置、人工喉頭、福祉電話（貸与）、

ファックス（貸与）、人工内耳の体外装置、点字図書等 

排泄管理支援用具： ストマ用装具、紙おむつ等、収尿器等 

居宅生活動作補助用具： 移動等を円滑にする用具で設置に小規模な住宅改修を伴う

もの 
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移動支援事業 

 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

移動支援事業 
実

績 

8,015 

時間 

7,327 

時間 

6,950 

時間 

6,950 

時間 

7,000 

時間 

7,050 

時間 

104 人 108 人 94 人 94 人 95 人 96 人 

 

【第４期の評価】 

○サービス利用の大きな割合を占めていた長期休暇時に介護者が不在となる児童が、近

年は日中一時支援事業や放課後等デイサービスを利用するようになったため、全体的

な支給は減少傾向にありますが、依然として市内の児童が利用する福祉サービスの中

心を担っています。 

【第５期の目標】 

●第５期においても、より良い支援体制が構築できるよう、市内の事業所を対象とした

研修会を継続して開催し、人材の確保や育成に関するニーズを「ヘルパー連携会」を

中心に把握し、課題解決に向けた取り組みを行います。 

 

地域活動支援センター 

 

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー 

  H27 H28  H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

基礎型 
実

績 
25 人 ― ― ― ― ― 

機能強化型 
実

績 
― ― 3 人 10 人 10 人 10 人 

※1市外利用 実

績 

1 名 1 名 1 名 1 名 1 名 1 名 

※2市民外利用 1 名 ― ― 1 名 1 名 1 名 

 

【第４期の評価】 

○平成 29 年度から機能強化型の地域活動支援センターとして事業を拡充し、精神疾患

のある方が精神科医療機関を退院後に円滑に地域生活に移行できるための支援拠点

として整備しました。 

【第５期の目標】 

●新たな地域活動支援センターが、当事者活動の活性化やボランティア養成の拠点とな

るよう、体制の整備を図っていきます。 
  ※1 田原市民が市外の地域活動支援センターを利用 

※2 田原市以外の方が田原市内の地域活動支援センターを利用 
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参考：地域活動支援センターの基礎型と機能強化型の違い 

地域活動支援センターとは、創作活動または生産活動の機会の提供、社会との交流活

動を行う日中活動施設です。上記の機能のみを持つものを基礎型といいます。 

機能強化型は、基礎型の機能に加え相談支援事業も一体的に行い、相談支援のほか、

ボランティア養成、周知啓発及び当事者活動支援等の機能も併せ持ちます。 

 

 

 

 

任意事業 

 

任
意
事
業 

  H27 H28 H29  H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

訪問入浴 

サービス 

実

績 
0 回 34 回 160 回 

目
標 

180 回 180 回 180 回 

日中一時支援

事業 

実

績 
1,447 日 2,590 日 2,840 日 2,870 日 2,800 日 2,750 日 

 

【第４期の評価】 

○訪問入浴サービスについては、平成 27 年度には利用がありませんでしたが、平成 28

年度から利用されるようになり、平成 29 年度には大幅に利用回数が増えてきていま

す。また、日中一時支援事業については、これまで障害福祉関係サービス事業所がな

かった旧渥美町地区に事業所ができたことなどにより、長期休暇時に移動支援事業を

利用していた児童が日中一時支援を利用するようになったことなども影響し、利用者

数は増加しています。 

【第５期の目標】 

●第５期でも訪問入浴サービスや日中一時支援事業を継続し、市の実情に応じた事業を

展開していきます。なお、日中一時支援事業については、現在市内に事業所がない障

害児支援等の代替的な役割を果たしていることから、今後は各種サービスへの転換も

考慮し、周知啓発や情報提供を行います。 
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その他のサービスに関する方針 

 障害福祉サービスや地域生活支援事業等、障害者総合支援法に定められたサービス以

外のサービスで、田原市で暮らす障害のある人に必要となる事業を市独自で実施します。 

 

サービス種類 
H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

障害者手当 2,598 人 2,508 人 2,470 人 2,450 人 2,430 人 2,410 人 

障害者生活支援センター 1 箇所 0 箇所 0 箇所 0 箇所 0 箇所 0 箇所 

福祉タクシー・バス電車回数券、  
元気パス購入助成券 
福祉有償運送利用助成券 

385 人 359 人 330 人 320 人 310 人 300 人 

人にやさしい住宅リフォー
ム補助金 0 件 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 

自動車運転免許 
取得費助成 2 件 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 

自動車改造費助成 2 件 5 件 1 件 2 件 2 件 2 件 

緊急コールシステム 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

重度身体障害者 
寝具乾燥消毒サービス 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 1 人 

訪問理美容サービス 2 回 10 回 10 回 10 回 10 回 10 回 

重症心身障害児者短期入所
利用支援事業費補助 1 件 1 件 1 件 1 件※ 1 件※ 1 件※ 

障害者共同生活援助 
事業費補助 8 件 9 件 7 件 7 件※ 7 件※ 7 件※ 

医療ケアを必要とする人
の短期入所利用費補助 1 件 1 件 1 件 1 件 2 件 2 件 

※愛知県が実施する事業と一体的に行っているため、県の動向に注視しつつ必要に応じ内容を見直します。 
※Ｈ29の数値については見込みです。 

 

第４期障害福祉計画の評価と第５期障害福祉計画の目標 

【第４期の評価】 

○地域生活支援事業として実施してきた自動車運転免許取得費助成と自動車改造費助

成を、平成 28 年度から市の独自事業として開始しました。 

○平成 27 年度から医療ケアを必要とする人の短期入所利用費に対する補助を開始し、

1 件の実績がありました。 

【第５期の目標】 

●地域の特性に応じたニーズの変化や多様化に対応できるよう、制度のあり方等につい

て柔軟に検討を進めます。 
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（３） 障害児支援の充実 

 障害のある児童が健やかに育ち、将来、共生社会の担い手として社会参加するために

は、幼少期から将来を見据えた適切な療育環境の整備が必要です。 

また、地域の保育・教育の支援を受け、全ての児童が地域で共に成長できる地域社会

を推進するには、子どもの発達に合わせた柔軟な対応、かかわりができる体制を構築し

ていくことが必要です。 

そのため、児童を取り巻く教育機関や福祉関係機関の連携を強化し、ライフステージ

ごとに支援が途切れない体制づくりを目指します。また、児童の最も身近な支援者であ

る保護者が安心して子育てができるような支援を提供します。 

 

障害児を取り巻く現状 

保育の現状 

 子どもの数は毎年減少していますが、保育園及び認定こども園の入園児童数は 0歳～

2歳児が増えたことにより増加しています。また、障害児等の加配対象児も増加の傾向

にあり、幅広い保育サービスの提供が求められています。様々なニーズに対応する保育

を推進するためには質の高い保育プログラムと保育の環境整備が必要です。 

 

表：子どもの人口 

年度 0～2歳 3～5歳 6～11歳 12～14歳 15～17歳 計 

平成 27年度 1,588 人 1,653 人 3,432 人 1,804 人 1,896 人 10,373 人 

平成 28年度 1,542 人 1,654 人 3,344 人 1,797 人 1,853 人 10,190 人 

平成 29年度 1,490 人 1,653 人 3,297 人 1,767 人 1,811 人 10,018 人 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

表：保育園・認定こども園(平成２７年度は幼稚園)の児童数 

年度 0～2歳 3～5歳 計 

平成 27年度 321 人 1,642 人 1,963 人 

平成 28年度 381 人 1,627 人 2,008 人 

平成 29年度 382 人 1,630 人 2,012 人 

資料：田原市子育て支援課（各年４月１日現在） 

 

表：保育園における加配対象児数と加配保育士数 

年度 加配対象児 加配保育士 

平成 27年度 72 人 28 人 

平成 28年度 77 人 23 人 

平成 29年度 91 人 26 人 

資料：田原市子育て支援課（各年４月１日現在） 
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教育の現状 

 特別支援学級在籍の児童生徒数は、増加の傾向にあります。障害のある子どもがその

能力や可能性を最大限に伸ばし十分な教育が受けられるよう、基礎的環境整備とその子

どもにあった合理的配慮の提供ができる体制の構築が必要とされています。 

 

表：小中学校の児童生徒数 

年度 小学校 中学校 計 

平成 27年度 3,413 人 1,783 人 5,196 人 

平成 28年度 3,322 人 1,773 人 5,095 人 

平成 29年度 3,279 人 1,741 人 5,020 人 

資料：田原市学校教育課（各年５月１日現在） 

 

表：小学校特別支援学級・特別支援学校の児童数 

年度 知的 
肢体 

不自由 

病弱・ 

身体虚弱 
聴覚 

自閉症・ 

情緒障害 
計 

特別支援 

学校小学部 

平成 27年度 30 人 3 人 1 人 1 人 45 人 80 人 13 人 

平成 28年度 42 人 3 人 1 人 1 人 43 人 90 人 14 人 

平成 29年度 41 人 4 人 2 人 1 人 41 人 89 人 18 人 

資料：田原市学校教育課（各年５月１日現在） 

 

表：中学校特別支援学級・特別支援学校の生徒数 

年度 知的 
肢体 

不自由 

病弱・ 

身体虚弱 
聴覚 

自閉症・ 

情緒障害 
計 

特別支援 

学校中学部 

平成 27年度 7 人 0 人 0 人 0 人 8 人 15 人 11 人 

平成 28年度 5 人 0 人 0 人 0 人 8 人 13 人 10 人 

平成 29年度 3 人 0 人 1 人 0 人 9 人 13 人 10 人 

資料：田原市学校教育課（各年５月１日現在） 

 

障害児支援のニーズの把握 

 障害児福祉計画の策定に当たり、障害者福祉サービス等の「現在の利用状況」や「今

後の利用希望」を把握するために郵送によるアンケート調査を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 調査時期    平成 29年 10月 

◎ 調査対象者  障害者手帳交付児童（18歳未満）の保護者 

児童発達支援教室（なかよし教室）登録児童の保護者 

◎ 調査方法   郵送によるアンケート調査 
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0～6歳 
7～12歳 

13～15歳 

16～18歳 

不明 

0～6歳  58人 

７～12歳  21人 

13～15歳  11人 

16～18歳  13人 

不明  1人 

１ アンケート実施状況   

 
配布数 回収数 回収率 

手帳交付者 152 人 68 人 45％ 

なかよし教室登録者 65 人 36 人 55％ 

計 217 人 104 人 48％ 

 

※調査対象者年齢別内訳 

 0～6歳 7～12歳 13～15歳 16～18歳 計 

対象者数 99 人 58 人 24 人 36 人 217 人 

 

２ 回答された方の子どもの年齢              ※10月 1日現在の年齢 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 障害児支援についての満足度(%) ※未回答者有 

 

0
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42 

60 
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52 55 

満足 

不安・満足でない 
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相談体制や、放課後の過ごし方は、満足度が高くなっていますが、就労・生活を見据

えた支援や卒業後の過ごし方は不安・満足でない割合が高くなっています。 

 

４ 障害児支援についての満足度の詳細 

（１）相談体制…現在の主な相談先（２つまで選択） 

家族、親族、友人、障害や課題のあるお子さんの保護者 62％ 

園や学校または就労先、福祉サービス事業所 47％ 

市役所（福祉部局） 6％ 

病院、公共職業安定所 24％ 

こども発達相談室 12％ 

あおぞら園 26％ 

その他 7％ 

 相談体制については 82%の方が満足していると回答しています。主な相談先は、家族、

親族、友人、障害や課題のあるお子さんの保護者が 62%、園や学校または就労先、福祉

サービス事業所が 47%となっており、身近に相談できる人がいることがわかります。 

 

（２）幼児期・学齢期の対応…園や学校にお子さんが通う上で、求めること（２つまで選択） 

通園通学のサポート 21％ 

学校生活のサポート 42％ 

生活訓練や職業訓練などの専門的な訓練 17％ 

医療的ケアや福祉サービスとの連携 10％ 

障害や発達課題に対する教師や他の生徒の理解と配慮 61％ 

障害や発達課題に合わせた環境の整備 30％ 

その他 3％ 

幼児期・学齢期の対応については 55％の方が満足していない、不安があると回答し

ています。61％の方が障害や発達課題に対する教師や他の生徒の理解と配慮を求めてい

ます。 

 

（３）放課後の過ごし方…下校後や長期休暇中の過ごし方（２つまで選択） 

友人と遊んでいる 21％ 

習い事をしている 12％ 

家庭で過ごしている 88％ 

祖父母宅等で過ごしている 16％ 

放課後児童クラブなど、集団の中で過ごしている 4％ 

放課後等デイサービスなど、福祉サービスを提供する施設で過ごしている 13％ 

その他 5％ 
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 放課後の過ごし方について 60%の方が満足していると回答しています。しかし、88%

の方が家庭で過ごしており、地域で過ごしている数値は低くなっています。 

 

（４）就労・生活を見据えた支援…学齢期に必要だと思う支援（２つまで選択） 

特性に合わせた学習支援 32％ 

職業訓練 48％ 

ソーシャルスキル訓練 34％ 

ライフスキル訓練 21％ 

心身の健康管理 13％ 

仲間・友人つくり 31％ 

その他 １％ 

就労・生活を見据えた支援について 65％の方が現状について満足していない、不安

があると回答しています。必要な支援としては、職業訓練に次いでソーシャルスキル訓

練が高くなっています。 

 

（５）卒業後の過ごし方…どう過ごしてほしいと思っているか（２つまで選択） 

企業などで社員として就労 62％ 

在宅勤務 5％ 

家業（自営業）の手伝い 13％ 

福祉施設や作業所で就労 26％ 

施設に通所しながら介護や訓練を受ける 6％ 

施設に入所 4％ 

家庭や地域で過ごす 9％ 

その他 10％ 

卒業後の過ごし方について 69%の方が現状について満足していない、不安があると回

答しています。卒業後は、企業などで社員として就労してほしいと思う方が 62％とな

っています。 

 

（６）家族への支援…大切だと思う支援（２つまで選択） 

日中一時支援事業 17％ 

カウンセリングなど家族の心理的サポート 31％ 

子どもの通院通学時の兄弟託児 17％ 

保護者兄弟どうしの交流 19％ 

障害や発達課題、利用できる支援サービスの勉強会 44％ 

家計に対する支援 24％ 

その他 5％ 
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 家族への支援について 52%の方が現状について満足していない、不安があると回答し

ています。障害や発達課題、利用できる支援サービスの勉強会の開催は 44%、カウンセ

リングなどの心理的サポートは 31%の方が必要だと感じています。 

 

（７）生活環境…子どもが過ごす環境で必要だと思うもの（２つまで選択） 

ユニバーサルデザインを取り入れた施設 10％ 

専門的な医療機関 30％ 

利用しやすい公共交通機関 19％ 

障害や発達課題に対する周囲の理解と配慮 56％ 

子どもどうしの交流の場 20％ 

家庭学校職場以外の居場所 25％ 

その他 5％ 

 生活環境の整備について 55%の方が現状について満足していない、不安があると回答

しています。障害や発達課題に対する周囲の理解と配慮については 44%、専門的な医療

機関については 31%の方が必要だと感じています。 

 

アンケート結果から、周囲の理解や配慮についての要望や将来について不安を持つ方

が多く、障害についての理解を深めて地域共生社会を実現していくための取り組みの必

要性の高いことがわかります。障害児本人や保護者が安心して地域で生活できるような

サービスを充実させるとともに、地域や関係機関等との連携した支援の充実が必要とな

っています。 
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保育園・認定こども園・学校

医療機関・臨床心理士

福祉サービス事業所

こども発達相談室

障害者総合相談センター

「育み」のプロ

「専門分野」の
プロ

「暮らし」のプロ

「つなぎ」のプロ

「つなぎ」のプロ

本人

障害児支援体制の構築 

●児童の障害に早期に気づき、適切な支援を提供するため、乳幼児期から保健師等によ

る家庭訪問、育児相談や健診、健診事後教室（めろんちゃん・ひよこ教室）等を実施

しています。また、発達支援教室（ちゅうりっぷ・なかよし教室）を開催しています。 

障害の種類や程度に応じた支援のニーズも高まっていることから、児童発達支援セン

ターの設置に合わせ、児童発達支援事業などの専門的な支援を市内で受けられる環境

の整備も必要です。早期発見と早期の支援提供及び保護者の育児支援を関係機関の連

携し、充実を図ります。 

●障害の疑いのある段階から障害児本人や家族に対する継続的な相談支援ができるよ

うこども発達相談室を開設しています。各種ニーズに応じたサービスにつなげるため、

相談機能のさらなる充実を図り、関係機関が機能的に連携する体制の構築を図ります。 

●障害のある児童が健やかに育ち、大人になった時に円滑に社会参加できるようになる

ためには、療育に関する機能を充実させるとともに、児童が最も多くの期間を過ごす

保育園・認定こども園・学校を中心に、放課後や休日等に利用する福祉サービス事業

所等との連携を強化する必要があります。 

●障害児の支援体制については、「自立と共生」の子育てが可能なまちづくりを目指し

療育の充実と切れ目のない支援体制の強化を目指します。 

●療育の充実については、市内にある資源の活用と見直しを行い「横の連携」を強化す

ることで必要な機能の確保に努めます。また、ライフステージごとに支援が途切れな

いよう、「障害者支援検討会」のネットワークを活用し「縦の連携」を強化します。 

 

  H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2010） 

こども発達相談室 

相談回数 

実
績 

132 回 175 回 200 回 210 回 220 回 230 回 

 

参考：機能的連携のイメージ  
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障害児保育に関する取り組み 

●平成 29 年度現在、市内４保育園で、肢体不自由があり集団生活が可能な３歳以上の

児童の保育を行っています。その他の障害のある児童で集団生活が可能な３歳以上の

児童の保育を全保育園及び認定こども園で行っています。 

●地域共生社会の実現には、幼少期からのかかわりが重要です。障害の有無にかかわら

ず全ての児童が社会参加できる環境を整えるため、研修会などを行い保育の質の向上

に取り組みます。 

●発達支援教室として、育児不安や乳幼児の発達に心配のある保護者等を対象に、あお

ぞら園で乳幼児の発達相談や個別相談を行っています。障害のある児童の保育を充実

するとともに、発達支援教室は今後利用者増が見込まれることから、教室の開催内容

等の見直しを行います。 

●子ども・子育て支援法に基づき、すべての子どもが健やかに成長するように支援する

ための子育て支援として、障害児保育の充実を図るとともに放課後児童クラブ障害児

受入体制を整えます。 

 

  H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

障害児保育 

加配対象児童数 

実
績 

72 人 77 人 91 人 90 人 90 人 90 人 

障害児保育 

加配保育士配置数 

実
績 

28 人 23 人 26 人 26 人 26 人 26 人 

障害児保育研修会 実
績 

1 回 1 回 4 回 4 回 4 回 4 回 

放課後児童クラブ 

障害児受入数 

実
績 

5 人 7 人 6 人 8 人 10 人 12 人 
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参考：障害児支援の基本的視点と連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：健康福祉部と教育部の児童支援体制のイメージ 

 

  

 
「自立と共生」の子育て 

 

気づきからの発達支援 

 

家族を含めた 
トータルな支援 

 

身近な地域での 
ネットワーク支援 

 

継続・総合的な 
つなぎの支援 

 

縦
の
連
携 

横
の
連
携 

早期発見 
早期対応 

 

就学前支援 学齢期 
青年期支援 

 

成人期支援 

 

医療・保健 

 

労働 

 

～ライフステージに応じた一貫した支援～ 

 

～ネットワークによる支援～ 

 

福祉 

 

教育 

 

視
点 
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参考：ライフステージの流れと市内の関係機関 
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障害児通所支援等の状況と推計 

障害児のサービス提供体制の計画的な構築を目指します。今後の障害児通所支援の目

標値を定め、サービスの提供体制を整備します。 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目 

標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

児童発達支援 実
績 

64 人日 59 人日 90 人日 90 人日 90 人日 200 人日 

4 人 4 人 6 人 6 人 6 人 12 人 

0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 1 事業所 

医療型 

児童発達支援 

実
績 

0 人日 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日 

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 

放課後等 

デイサービス 

実
績 

18 人日 183 人日 370 人日 400 人日 400 人日 400 人日 

2 人 15 人 35 人 35 人 35 人 35 人 

1 事業所 3 事業所 3 事業所 2 事業所 2 事業所 3 事業所 

保育所等 

訪問支援 

実
績 

1 人日 0 人日 0 人日 1 人日 1 人日 1 人日 

１人 0 人 0 人 1 人 1 人 1 人 

0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 1 事業所 

障害児 

相談支援 

実
績 

2 人 11 人 22 人 22 人 22 人 22 人 

3 事業所 3 事業所 3 事業所 3 事業所 3 事業所 3 事業所 

居宅訪問型児童

発達支援 

実
績 

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 0 事業所 

医療的ケア児支援を

調整するコーディネ

ーターの配置 

実
績 

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

※Ｈ29の数値については見込みです。 事業所数については市内の事業所数です。 

 

第４期障害福祉計画の評価と第１期障害児福祉計画の目標 

【第４期の評価】 

○平成 27 年に市内に放課後等デイサービスが開設され、現在は２つの事業所が運営され

ています。身近な場所でサービスを受けられるようになったことから、利用者が大幅に

増加しています。サービスの充実は図れていますが、充分な情報提供が行われない状況

で安易なサービス利用につながらないようにするための検討も必要となっています。 

【第１期障害児福祉計画の目標】 

●平成 32（2020）年度末までに児童発達支援センターを１か所設置し、センターを中

心として地域支援体制の構築を図ります。 

●平成 32（2020）年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス事業所を圏域に少なくとも１か所以上確保するよう検討します。 

●平成 32（2020）年度末までに、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築します。 

●医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援を利用できる体制について検討します。 
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地域生活支援事業（こども発達支援事業実施分）の状況と推計 

障害児福祉計画の策定に合わせ、障害児支援体制の充実と、地域共生社会の実現のた

め、一体的・計画的に事業を行うこども発達支援事業を実施します。障害児及び保護者

のニーズに沿ったサービスを提供できる体制を整備します。 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

巡回支援専門員整

備事業 

実
績 

― ― ― 90 回 90 回 90 回 

ペアレントプログラム

の普及推進事業 

実
績 

10 人 10 人 10 人 20 人 20 人 20 人 

理解促進研修・ 

啓発事業 

実
績 

2 回 14 回 12 回 15 回 15 回 15 回 

自発的活動 

支援事業 

実
績 

0 団体 0 団体 2 団体 2 団体 2 団体 2 団体 

 

その他のサービスに関する方針 

 児童福祉法に定められているサービス等だけでは解決できないニーズに対応するた

め、市独自のサービスの充実を図ります。 

サービス種類 
 H27 H28 H29 

目
標 

H30 

（2018） 

H31 

（2019） 

H32 

（2020） 

放課後児童クラブ 

障害児受入促進事業 

実
績 

― ― ― 2 か所 4 か所 6 か所 

放課後児童クラブ 

ヘルパー派遣 

実
績 

0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 1 人 

障害児童生徒 

学校介助員派遣 

実
績 

4 人 4 人 1 人 1 人 1 人 1 人 

福祉施設通園交通

費補助 

実
績 

2 人 3 人 5 人 5 人 5 人 5 人 

スキルトレーニング

プﾟログラム 

実
績 

― ― ― 10 人 10 人 10 人 

 

第４期障害福祉計画の評価と第１期障害児福祉計画の目標 

【第４期の評価】 

○障害児の地域社会への参加・包容を推進するための民間サービスの提供体制が整って

きたことからレスパイトサービス事業を見直し、新たにペアレントプログラムやスキ

ルトレーニングプログラムなどの事業実施を検討しました。また、相談機能の充実を

図るため、こども発達相談室の事業内容の見直しを行い、保育所等を訪問して支援を

行う巡回専門員整備事業実施を検討しました。 
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【第１期障害児福祉計画の目標】 

●平成 30 年度末までに、医療的ケア児支援のために健康、医療、障害福祉、保育、教

育等の関係機関等が連携を図るための協議する体制を整えます。 

●巡回支援専門員整備事業を実施し、保育所等の訪問支援ができる体制を整えます。 

●田原市子育て世代包括支援センターを設置（平成 31（2019）年度設置予定）し、障

害児相談支援事業所等との連携による障害児支援体制の充実を図ります。 

●障害のある子どもと障害のない子どもができるだけ同じ場所で学んだり活動したり

できる共生社会の実現に取り組みます。 

●環境に適応できるような支援を行うとともに、学校や関係機関との連携を図る専門員

を児童クラブに配置する放課後児童クラブ障害児受入促進事業を実施し、関係機関と

の連携した支援体制の構築を図ります。 

●理解促進研修・啓発事業及び自発的活動支援事業を実施し、地域社会の理解を深めま

す。 
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（４） サービスの質の向上 

 障害福祉サービス等を提供する事業所は、充足はしていないものの、毎年徐々に増え

つつあり、支援の内容も多様化しています。今後は、サービスの種類、量の増加に加え、

重度の障害のある人へ適切な支援ができるよう支援の質の向上と、多様なニーズに応え

るためのサービス内容の質の向上を目指す必要があります。 

  

当事者活動の活性化 

●サービスの質の向上のためには、サービスを利用する当事者の自立に向けたニーズを

把握し、サービスの内容に反映する取り組みが必要です。そのためには、当事者への

サービスに関する情報提供と当事者活動活性化のための支援を行うとともに、把握し

たニーズを事業所等に伝える必要があります。 

●障害者総合相談センターを中心に、市内の相談支援体制を強化し、ニーズ把握を行う

とともに、障害者自立支援協議会のネットワークを活用し、当事者活動の活性化のた

めの取り組みを進めます。 

 

障害福祉サービス事業所等の増加に向けた取り組み 

●田原市における障害福祉サービス等の事業所数、定員やサービス種類については十分

な量が確保されているとは言えない状況にあり、今後も市内外の法人にサービス事業

の展開を促していく必要があります。 

●そのため、事業所が市内のニーズを把握できるよう、障害者自立支援協議会のネット

ワークを活用し、障害福祉計画等に関するニーズの把握結果や分析した内容等の情報、

障害福祉施策に関する情報の提供を行います。 
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（５） 人材の育成と確保 

 全国的に福祉サービス業に従事する人の確保は課題となっており、田原市も例外では

ありません。将来にわたり質の高い支援体制が構築できるよう、様々な取り組みにより

人材の育成と確保を図ります。 

 

福祉サービス従事者の支援力向上に関する取り組み 

●質の高い支援体制を構築するためには、障害のある人の支援について専門性のある人

材の育成が必要です。そのためには、日々の業務を通じた支援力の向上に加え、従事

者が自ら学び支援力を高めるための研修機会の確保が必要です。 

●市内の障害福祉サービス等従事者が、それぞれの経験にあった研修を身近な場所で受

けることができる機会を確保するとともに、事業所で行われる人材育成の活性化が図

られるよう情報提供を行います。また、「支援力の高い人材が育つまち」を目指し、

障害者自立支援協議会で人材の育成について課題の共有と検討を行います。 

 

田原市立田原福祉専門学校の取り組み 

●田原福祉専門学校では、「介護福祉士の養成」を行う一方で、介護福祉士受験資格制

度の変更のため、平成 28 年度から「介護福祉士実務者研修」を行っています。また、

市内在住・在勤者等を対象に「介護職員初任者研修」を開講し、障害や年齢に関わら

ず安心して暮らすことができるよう、地域の介護力の向上を図っています。 

●地域貢献連携事業として、市民が福祉や介護について気軽に学べる場である「オープ

ンカレッジ」の開催や、市内の小中学校や高校を対象に福祉の魅力を紹介する「福祉

学習支援事業」等を行っています。 

●市内介護福祉士の需要については、平成 29 年 7 月に実施したアンケート調査の結果

から、毎年約 30 名の需要が見込まれます。今後も、本市に必要な人材を育成すると

ともに、卒業生や修了者が事業所で、また地域福祉の担い手として幅広く活躍できる

よう、関係機関と連携し取り組みを推進していきます。 

 

福祉教育の推進 

●現在、田原市社会福祉協議会を中心に、市内の小中学校等で福祉実践教室や講演会を

行っており、障害のある人や高齢者も暮らしやすいまちづくりを担う一員として必要

となる、思いやりの心や配慮、行動についての周知啓発活動を行っています。 

●今後も、福祉教育や生涯学習等、子どもから大人までが福祉について学べる機会を充

実し、数十年先を見すえた人材育成活動を推進していきます。 

 

市民活動やボランティア活動の活性化 

●市民活動やボランティア活動を支援する機関として、「市民活動支援センター」や「ボ

ランティアセンター」を設置し、市民との協働のまちづくりを進めています。 

●田原市社会福祉協議会が設置しているボランティアセンターや、市内の団体で構成さ

れるボランティア連絡協議会と連携し、活動に関心はあるものの活動に至らない人の
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きっかけづくりを進め、ボランティア活動に参加しやすい環境作りに努めます。 

●市民活動支援センターにおいて、市民活動に関する相談や情報提供、市民活動を担う

人材育成のための研修及び講座の開催等により、市民活動支援体制の強化と充実を図

ります。 

●市民活動団体に対して、各種支援制度を運用することで、市民活動の促進に努めます。 

●田原市社会貢献活動災害補償制度により、市民のボランティア活動中の事故を救済し、

安心して社会貢献活動が実施できる体制作りに努めます。 

●公的サービスでは対応できない日常生活でのちょっとした困りごとを有償ボランテ

ィアにより解決する仕組みである「生活ささえあいネット」事業を実施しています。

事業の活性化により住民相互の支え合いや助け合いの体制を築き、障害のある人も暮

らしやすい地域づくりを促進します。 

 

図：生活ささえあいネットの概要 

田原市『生活ささえあいネット』 

○高齢者、障害者、子育て家庭が生活する上で必要な「ほんのちょっとした困りごとを

手助けするための仕組み（有償ボランティア）づくり 

※手助けの例：ゴミだしのお手伝い、電球交換、郵便物の代読、買物代行等 

○支え合い・助け合いのツールとして『地域通貨』を使用 

・地域通貨（利用券）の単位は「菜（さい）」、100 菜通貨 1 種のみで 30 分相当利用 

・10 枚綴り 100 菜を 100 円換算して協力店舗で買い物に使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○田原市社会福祉協議会が事務局となり、利用者への地域通貨販売、協力店舗からの地

域通貨換金（サポーターからの換金不可）、利用希望受付、サポーター登録、支援依

頼等の事務を行います。 

  

利用を希望する人 

サポーター 
事務局(社協) 

コーディネーター 

協力店舗 

①利用希望 

（内容調査） 

②支援依頼 

③支援 

④地域通貨支払 

⑤地域通貨を貯める 
⑤地域で買物 ⑥換金 

登録 

地域通貨 

購入（販売） 
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２ 保健・医療 

 

障害のある人の中には、福祉サービス

だけでなく医療的なケアを必要とする人

がいます。そのような方も安心して暮ら

せるよう医療の充実が求められています。 

また、職場環境の変化やそのストレス

等取り巻く環境を背景に、こころの問題

を抱える人も増えています。今後、ここ

ろの健康づくりや精神疾患、障害に関す

る理解を促進していく必要があります。 

☆分野別の重点課題☆  

○医療機関等との連携 

○障害者の健康づくりに関する取り組み 

○こころの健康に関する取り組み 

○障害者の医療に関する取り組み 

 

（１） 医療機関等との連携 

 医療的なケアを必要とする人も安心して地域で生活するために、本人を中心とした医

療や福祉、また、地域の関係機関が連携した包括的な支援体制の構築を目指します。 

 

医療と福祉の連携の推進 

●田原市は平成 26 年から 3 年間、在宅医療連携拠点推進事業と愛知県地域包括ケア推

進モデル事業を実施し、現在も継続して医療と介護の連携に取り組んでいます。 

●地域包括ケアシステムの構築についての方針と整合性を図り、今後も医療・福祉の連

携体制強化による顔の見える関係の構築、福祉と医療の切れ目のないサービスの提供

により、障害のある人も安心して自宅で療養できる体制づくりを目指します。 

 

参考：地域包括ケアシステムのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住まい 

生活支援・介護予防 

介護 

・在宅系サービス 
・施設、居住系サービス 

医療 

・日常の医療 
 ：かかりつけ医・歯科医・ 
  薬剤師 
 ：地域の連携病院 
・急性期病院 
・リハビリ病院 

・自治会、ボランティア、ＮＰＯ等 

・高齢者支援センター 
・ケアマネジャー 

コーディネート 

通院・入院 通所・入所 

支え合い 
助け合い 
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（２） 障害者の健康づくりに関する取り組み 

田原市の健康分野の実施計画として「健康たはら２１」を策定し推進しています。障

害のある人の健康づくりを推進するため、「健康たはら２１」との整合性を図り、障害

の重度化や他の疾患の併発の予防、また、障害の早期発見や早期対応のため各種健診や

健康相談についての周知啓発を行います。 

また、田原市は、平成 25 年７月に WHO（世界保健機関）が提唱する健康都市連合

に加盟しました。健康都市とは、保健、医療の分野に加え、環境、教育、文化、まちづ

くりなど幅広い分野の活動により、そこに住む人のよりよい健康と生活の質の向上を促

進する都市環境を提供する都市のことです。 

保健や医療等、人の健康づくりに直接的に影響を与える分野と、都市基盤や環境等、

人の健康を間接的に支える分野の施策を一体的に進めるための「健康都市プログラム」

を策定し、健康都市の実現に向けたまちづくりを推進します。また、健康都市推進プロ

ジェクトの一環である「たはら健康マイレージ」等の事業を実施し、市民が自主的に健

康づくりに取り組める環境を整備します。 

 

参考：田原市が目指す健康都市 

 ＜田原市健康都市の概念図＞ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜健康都市プログラム基本方針＞ 

保健、医療等、人の健康づくりに直接的に影響を与える分野と、都市基盤や環境等、

人の健康を間接的に支える分野の施策を一体的に進めるために、『田原市健康都市プロ

グラム』を策定しています。 

 

人 の 健 康 … 子どもから高齢期に至るまで、全ての世代の人の心と体が健や

かであること。 

街 の 健 康 … 高齢者も障害者もだれもが外出でき、また、身近な自然とのふ

れあいや環境活動を通して、心の安らぎと健康増進が図れるこ

と。 

地域社会の健康 … 安心して生活できる環境があり、また、地域で支え合う仕組み

や、参加と協働により市民活動が活発であること。 

人の健康 

街の健康 地域社会の健康 

都市基盤 

環 境 

産 業 安心・安全 

地 域 

福 祉 

保 健 

子育て 
医 療 

食 育 

学 習 

人の健康づくり 

人の健康を支え、守るための環境づくり 
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健康診査や健康相談等の充実 

●生活習慣病等の疾患による障害を予防するため、健康診査を行い、疾患の予防・早期

発見の対応を図ります。また、乳幼児期等の疾患の予防や早期対応のため、健康診査

や相談体制の充実を図ります。 

●関係機関との連携を図り、疾患の予防や健康づくりを支援します。 

 

 

参考：健康の維持や疾患の予防に関する取り組み 

事業名 事業内容 

妊産婦健康診査事業 妊娠中から産後の健康管理のため、妊娠から産後８週以内の期間に公費で

健診を受けられる受診票を交付します。 

母子健康手帳の交付 

 

個別交付にて保健師及び栄養士による健康教育・相談等を実施し、必要な

情報提供を行います。要支援妊婦への支援の充実を図ります。 

乳幼児健康診査事業 ４か月児、１歳６か月児、３歳６か月児健康診査体制を充実し、疾病及び

障害の早期発見に努めます。また、育児不安を持つ保護者への育児支援を

図ります。 

未熟児育成医療給付事業 出生時の体重が 2,000ｇ以下または、生活力が特に弱い未熟児で、養育の

ために指定医療機関で入院が必要と認められる場合、養育に必要な医療費

を助成します。 

乳幼児を対象とした 

訪問・健康相談・健康教育 

保護者の育児上の不安や悩みに対して、専門職が訪問または相談に対応

し、子どもの発育・発達に応じた保健指導に努めます。 

成人の健康診査 生活習慣病予防、疾病の早期発見・早期治療を図るため、がん検診等の受

診率の向上に努めます。 

障害者（児）の歯科の健康

づくり 

田原市歯科医師会と連携し、障害者（児）への歯科検診などの情報提供と、

かかりつけ医を持つための普及啓発を行います。 

健康相談 療養上の保健指導必要者、その家族に、心身の健康に関する必要な助言及

び指導を行います。 

健康教育 食事や運動、生活習慣、がん検診、認知症の予防等の健康づくりに関する

知識の普及を図ります。 

訪問指導事業 健康管理上、問題を抱える対象者に対し、保健師等が家庭訪問による支援

を行います。 

情報提供 広報紙、ホームページ等により、病気の予防や健康づくりに関する情報を

発信します。 
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（３） こころの健康に関する取り組み 

こころの健康を保つためには、睡眠や休養を十分に摂り、ストレスについての知識を

深めることが重要です。また、気軽に相談できる相手や必要に応じた支援機関との連携

も必要です。 

 

相談窓口の充実と周知啓発 

●こころに不調を感じたときに悩みを相談できる相談窓口の充実を図ります。また、保

健所や精神科医療機関と連携し、相談の内容に応じ適切な支援を提供します。 

●家族や仲間のこころの変化に気づき理解することが必要です。こころの病気に対する

理解を深めるための取り組みを進めます。 

 

 

（４） 障害者の医療に関する取り組み 

医療を必要とする障害のある人の負担を軽減し、安心して生活できるよう施策を推進

します。 

 

医療費の負担軽減 

●障害のある人やその家族の経済的負担を軽減することで、障害のある人も安心して必

要な医療を受けられるよう、医療費の助成・各種医療の給付を行います。 

●また、障害種別や状況に応じた適切な医療が受けられるよう、医療費助成制度の周知

に努めます。 

 

参考：障害種別に応じた医療費助成制度 

対象者（身体障害・知的障害） 助成の内容 

１～３級の身体障害者手帳所持者 

 （腎臓機能障害は４級） 

 （進行性筋萎縮症は４～６級） 

Ａ・Ｂ判定の療育手帳所持者 

自閉症状群と診断されている方 

・医療保険における自己負担額の全額 

 

対象者（精神障害） 助成の内容 

１・２級の精神障害者保健福祉手帳を持っていな

い方で、次の①か②のいずれかに該当する方 

 ①精神障害と診断され、自立支援医療 

（精神通院）を受けている方 

 ②精神障害と診断され、入院している方（措置

入院の方は除く） 

・通院の場合 

 医療保険における精神障害治療に必要な通院医

療費の自己負担額の全額 

・入院の場合 

 医療保険における精神障害治療に必要な入院医

療費の自己負担額の半額 

１・２級の精神障害者保健福祉手帳所持者 ・医療保険における自己負担額の全額 

  



第３期田原市障害者計画 

71 

 

３ 教育・文化・芸術・スポーツ

 

障害のある児童生徒が、必要な支援や

配慮のもと、障害のない児童生徒と共に

学ぶ仕組みの構築が求められています。 

また、障害があっても円滑に文化芸術

活動やスポーツを楽しむことができる体

制づくりも必要です。 

☆分野別の重点課題☆  

○インクルーシブ教育に関する取り組み 

○切 れ目 のない支 援 体 制 の構 築 

○文化芸術、スポーツ振興に関する取り組み  

 

（１） インクルーシブ教育に関する取り組み 

インクルーシブ教育とは、障害の有無にかかわらず、すべての子どもへの適切な支

援・指導の充実を目指すものです。子どもたちを中心に周りの人々や学校、関係機関が

しっかりと連携し、将来、子どもたちが活躍できる共生社会を目指します。 

 

障害児教育の環境整備 

●障害のある児童生徒が十分な支援を受けるための合理的配慮に向けた人的配慮や環

境整備の充実を図ります。 

●保育園や認定こども園との連携や、教育サポートセンターや子ども・若者総合相談窓

口はなそう、その他の関係機関との連携を強化するため、障害者支援検討会と「特別

支援教育連携協議会」を合同で開催し、障害のある児童生徒の教育環境を整備します。 

 

障害児童生徒学校介助員に関する取り組み 

●障害のある児童生徒が安心して学校生活を送れるよう介助員を派遣し、必要な支援を

行います。一人ひとりの状況に合わせ、身体的な介助や生活のサポートを行います。 

●今後は、よりよい派遣の在り方について「障害者支援検討会」を中心に検討を進め、

制度の見直しを行います。 

 

 

（２） 切れ目のない支援体制の構築 

特別な支援を必要とする児童生徒について、長期的な視点に立ち一貫して適切な教育

的支援を行うために、個別の教育支援計画を保護者の理解を得て作成し、適切な支援・

指導の充実を目指します。 

 

教育支援の充実 

●障害のある幼児に対する早期からの教育相談・支援から、就学・就労の相談・支援ま

で、自立のための教育支援計画を継続的に行います。 

●就学や就労については、障害者総合相談センターの相談支援専門員が在学中から関わ

り、円滑にライフステージの移行が進むよう、関係機関と連携を図ります。  
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特別支援学校等との連携 

●特別支援学校との交流及び共同学習を積極的に推進します。また、特別支援学校によ

る巡回相談活動や支援・指導検討会を行い、教員の研修を深めます。 

●県立の特別支援学校や豊橋市立くすのき特別支援学校と連携するとともに、ニーズの

把握に努めます。 

 

 

（３） 文化芸術、スポーツ振興に関する取り組み 

 障害のある人もない人も文化芸術活動やスポーツに親しめる環境を整備し、交流を通

じた障害の理解と障害のある人の社会参加の促進を図ります。 

 

文化活動・スポーツ等への支援 

●障害のある人の生涯学習活動等への参加を促進します。また、障害のある人の人権を

重点に障害を理解するための学習機会を提供し、障害のある人の社会参加を促します。 

●田原市博物館・吉胡貝塚資料館において、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保

健福祉手帳の提示で、本人と付き添いの方の観覧料を無料とし、文化芸術にふれる機

会を促進します。 

●障害のある人もない人も、だれもが気軽にスポーツに親しめるような環境づくりに取

り組みます。 

●「障害者スポーツ指導員」等を育成し、適性に応じた運動と各種障害者団体でのスポ

ーツ活動を支援できる体制を構築して、障害者スポーツの振興を図ります。 

 

図書館活用の支援 

●図書館への来館や読書に困難のある人に、郵送貸出や録音・点字・大活字・ＬＬブッ

ク・電子書籍（DAISY・マルチメディア DAISY）等多様な形態の資料提供、対面朗

読、福祉関係イベントへの参加等を通じ、読書や情報の利用ができるよう支援します。 

●敷居が低く、だれでも来館できる図書館の特性を活かし、図書館内の展示や図書館発

の各種メディアを通じて、障害のある人が自立した生活を送るために役立つ情報を積

極的に発信します。 

●すべての市民の知る権利を守る機関として、図書館の施設や事業について、一層のバ

リアフリー化を進めます。 

●職員自らが手話等を学び、障害への理解と意思疎通能力を高めます。また、協力者と

して音訳ボランティアを引き続き養成し、DAISY 図書の作成等を行います。さらに、

社会福祉協議会や福祉施設とも連携し、障害のある人への情報支援に努めます。 

 

当事者団体への支援 

●障害のある人とない人が文化芸術活動やスポーツを通じて交流できるよう、当事者団

体の活動を支援するとともに、各種イベントについての情報を提供し参加の促進を図

ります。  
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４ 就労・雇用 

 

障害のある人が地域で安心して生活す

るためには、経済的な自立ができる環境

が必要です。 

就労意欲のある人がその特性に応じて

能力を十分発揮できるよう障害者雇用を

実施する企業が増加すること、また、障

害のある人と共に働くことについて、多

くの市民が理解を深めていく必要があり

ます。 

☆分野別の重点課題☆  

○障害者雇用の促進 

○福祉的就労環境の充実 

 

（１） 障害者雇用の促進 

障害のある人が能力を発揮しつつ安心して働き続けるためには、就労支援として一人

ひとりの職業適性を的確に把握し本人にあった職場環境を提案すること、また、職場へ

の定着支援として就業と日常生活の一体的な支援、さらに同僚や家族等周囲の人の理解

が必要です。 

 就業と日常生活を一体的に支援できる仕組みを構築しつつ、障害者雇用のメリットに

ついて広く企業等に周知することで理解を深め、障害者雇用の促進を図ります。 

 

就労移行支援事業所等との連携 

●障害のある人が安心して一般就労へと移行するための福祉サービスとして、就労移行

支援事業や就労継続支援事業等があります。 

●サービスを利用することで、障害のある人自身が就労の機会を得ることができるよう

に、また、一人ひとりに適した職業や就労に必要な環境等を把握し、安心して働き続

けることができるよう、市内の就労移行支援事業所等との連携を強化し、就労支援体

制を整備します。 

 

就労支援機関との連携 

●障害のある人の就労を支援する機関として、公共職業安定所、障害者職業センター及

び障害者就業・生活支援センター等があります。 

●これらの就労支援機関と連携を強化し、求職から就職、職場定着まで切れ目のない支

援体制を構築します。 

●また、田原市では豊橋公共職業安定所（ハローワーク豊橋）と合同で「田原市地域職

業相談室」を設置し、障害者雇用に関する求人情報の提供を行っています。ハローワ

ーク豊橋において障害のある人の職業相談、就職のあっせん等の就業支援を実施し、

就職の促進を図ります。 

 



第４章 分野別施策 

  74 

障害者雇用に関する周知啓発 

●平成 28 年度から市と企業等が協力し、職場体験事業を実施しています。これにより

障害のある人の社会参加を促進するとともに、利用者と企業等の情報共有の場として

も活用し、相互理解を深めます。 

●障害者総合相談センターに配置している就労支援専門員を中心に、パンフレットや映

像等を用いて、障害者雇用に関するサポート体制についての情報提供を行い、企業等

の不安解消を図ります。また、各団体との連携を強化し、障害者雇用のメリットを周

知することで雇用する企業数の増加を図ります。 

●農業分野と福祉分野の連携についても情報共有を図るとともに、事業者への理解促進

に向けて取り組みます。 

 

職場定着支援の強化 

●障害のある人の就労支援については、企業の開拓や仲介等の求職・就職支援だけでな

く、安心して働き続けるための職場定着支援も重要です。 

●円滑に職場定着が進むよう、トライアル雇用や職場適応援助者（ジョブコーチ）派遣 

等制度の周知活用を促進するため、関係機関との連携を強化します。また、職場定着

と日常生活の安定のための支援が一体的に提供できるよう、障害者総合相談センター

に配置された就労支援専門員を中心とした支援体制の強化を図り、ジョブコーチの配

置について検討します。 

●新設される就労定着支援の動向に留意しつつ、丁寧な提供を行い、職場定着を充実さ

せていきます。 

 

（２） 福祉的就労環境の充実 

 障害のある人が働く場には、企業等での一般就労の場だけでなく、一般就労に向けた

準備をするためのサービス事業所等、支援の環境が整備された就労の場もあります。 

工賃等の増加や体験できる作業メニューを増加させることで、福祉的就労環境を充実

させ、障害のある人の経済的な自立と社会参加の促進を図ります。 

 

障害者就労施設等への優先調達の推進 

●市が発注する物品や役務等について、障害者就労支援施設等に優先的に発注すること

ができます。このような取り組みにより、障害者就労支援施設等を利用する方が得る

工賃等の増加や、一般就労を目指す際に体験する作業内容の充実を図ることができま

す。 

●障害者就労支援施設等への優先調達を推進するため、市から発注できる業務の「洗い

出し」や「切り出し」を行います。また、障害者就労支援施設等が受注可能な物品や

役務についての情報提供を行うとともに、市の機関が発注できる業務について障害者

就労支援施設等に情報提供を行います。 
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５ 生活環境 

 

障害のある人の自立と社会参加を促進

するためには、外出しやすい環境の整備

や安心安全な居住生活環境が必要です。

また、自らの意思で必要なサービスが選

択できるよう、情報を得やすい環境整備

や意思疎通に関する配慮も必要です。 

障害のある人もない人も、だれもが利

用しやすい環境を整備するため、バリア

フリーやユニバーサルデザインを重視し

た配慮あるまちづくりの推進が求められ

ています。 

 

☆分野別の重点課題☆  

○障害者に配慮したまちづくりの推進 

○情報を得やすくするための取り組み 

○行政サービスにおける配慮 

 

（１） 障害者に配慮したまちづくりの推進 

 公共施設、交通機関、居住環境等における社会的障壁を除去し、障害のある人もない

人も暮らしやすいまちづくりを推進し、社会参加と交流の活性化を目指します。 

 

バリアフリー化に関する取り組み 

●田原市では、不特定多数の人、もしくは主として障害のある人や高齢者等の移動が困

難な方も利用する一定の建築物の新築時等には、多目的トイレの設置や必要な通路幅

の確保等、バリアフリー法に基づく建築物移動等円滑化基準への適合義務に合わせ建

築しています。 

●「田原市人にやさしい街づくり推進計画」に沿い、障害のある人を含むすべての人に

やさしい、バリアフリーのまちづくりを推進することにより、安心安全なまちづくり

を目指します。 

 

市営住宅等の活用に関する取り組み 

●市営住宅を新たに整備する際には、バリアフリー対応を原則とするとともに、既存の

市営住宅のバリアフリー化改修や障害者向けの市営住宅の供給を推進します。 

 

グループホームの整備に関する取り組み 

●障害のある人の地域での自立生活や施設・病院からの地域移行を図るため、国の施設

整備の補助制度等を活用し、設置を促進します。 

●また、グループホーム利用者の日中活動の場の確保について、事業所に働きかけると

ともに、事業所間の連携による場の確保を促進します。 
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人にやさしい住宅リフォームに関する取り組み 

●障害のある人の生活に適した居住空間を整備するため、居室・浴室・トイレ・台所等

を改修する場合や、耐震シェルターや防災ベッド等を設置する場合の費用の一部を補

助し、障害のある人が在宅で安心した生活を維持できるよう支援します。 

●住宅リフォームヘルパーと連携し、住宅リフォームに関するアドバイスや障害のある

人に適した住環境に関する情報を提供します。 

 

市街地の整備に関する取り組み 

●中心市街地内については、障害のある人にも配慮し、安全に歩いて楽しめるまちの形

成を目指します。このため、地区内の主要幹線道路においては、十分な歩行空間を確

保するよう努めます。 

●また、道路の整備に当たっては、交通安全施設を整備するなど、交通の安全と円滑を

確保し、道路緑化等環境整備やバリアフリー化等、人にやさしいまちづくりに配慮し

て快適な歩行空間を形成していきます。 

 

公共交通等に関する取り組み 

●障害のある人も安心して公共交通を利用できるよう、鉄道駅等のバリアフリー化や低

床バス等バリアフリー対応車両の導入が促進されています。 

●障害のある人の自立と積極的な外出・社会参加を促進するため、関係者の連携・協力

のもと、鉄道・路線バス・田原市コミュニティバスなど市内の公共交通ネットワーク

を形成し、市民の移動手段を確保します。 

●障害のある人が公共交通機関を利用する際の利便性・快適性の向上及び移動の円滑化

を図るため、関係者の連携・協力のもと、鉄道駅やバス停等乗継拠点における待合環

境を改善します。 

●田原市ぐるりんバスの利用の際に、障害者手帳所持者に対する割引制度を実施します。 

●福祉タクシー券、バス電車回数券、元気パス購入助成券、福祉有償運送等の助成券交

付や、各公共交通機関における料金割引制度を広く周知し、障害のある人の移動を支

援するための取り組みを推進します。 

●公共交通機関を単独で使用して移動することが困難な人のため、福祉自動車（車椅子

等で乗車できる設備を装着した車両）などによる移動手段（福祉有償運送）を確保し

ます。 
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（２） 情報を得やすくするための取り組み 

 障害のある人もない人も同じように情報を得ることができるよう、発信する情報に配

慮し、意思疎通が円滑にできるよう必要な取り組みを進めます。 

 

意思疎通支援の充実 

●障害のある人の日常生活や社会生活を支援するため、従来の手話通訳者や要約筆記者

派遣事業、手話通訳設置事業を実施するとともに、事業の広報啓発に努めます。 

●また、視覚障害、知的障害、発達障害、重度の身体障害等の意思疎通支援を必要とす

る人に対する支援のあり方について検討するとともに、情報の取得や意思疎通が困難

な人への理解促進に努めます。 

 

情報のバリアフリー化 

●福祉サービスをはじめ市政に関する情報は、毎月発行している「広報たはら」や「田

原市ホームページ」、また、ケーブルテレビの市政番組を通じてお知らせしています。

また、「広報たはら」では、ボランティアが掲載内容を読み上げて録音し、「声の広報」

として視覚障害のある人に利用されています。 

●田原市ホームページでは、「田原市ホームページ作成ガイドライン」を設け、障害が

あっても同じように伝わり、同じように理解できるように努めます。 
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（３） 行政サービスにおける配慮 

 障害のある人が利用しづらい市役所にならないよう、合理的な配慮の提供や障害の理

解について、関係者の理解促進を図ります。 

 

窓口等における配慮 

●障害者差別解消法に基づき、市役所内で障害のある人への配慮が適切に行われるよう、

関係課の職員に対し、法に関する周知啓発を行います。 

●また、手話通訳者等の配置や絵や図、パンフレットを用いた、だれにもわかりやすい

説明等、障害のある人が必要とする合理的な配慮の提供を行います。 

●さらには職員に対して、障害に関する理解を促進するために必要な研修を実施し、窓

口等における適切な配慮についての理解を深めます。 

 

選挙等における配慮 

●情報通信技術の進展等も踏まえながら、障害特性に応じた選挙等に関する情報の提供

に努めます。 

●移動が困難な人に配慮した投票所のバリアフリー化、障害のある人の利用に配慮した

投票設備の設置等、投票所における投票環境の向上に努めます。 

●また、障害のある人が自らの意思に基づき円滑に投票できるよう、代理投票について

適正に運用します。 

●指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票を適正に運用し、選挙の公

正を確保しつつ、投票所での投票が困難な人の投票機会の確保に努めます。  
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６ 安心安全 

 

障害のある人が地域で安心して生活す

るためには、日常の支援や配慮だけでな

く、災害時や緊急時への備えあるまちづ

くりやネットワークづくりが必要です。 

また、消費者被害等の犯罪被害を防止

し、早期発見できる仕組みづくりも求め

られています。 

 

☆分野別の重点課題☆  

○防災対策の推進 

○防犯対策の推進 

○消費者被害の防止 

 

（１） 防災対策の推進 

地震・津波、その他自然災害から市民の生命・財産を守るため、様々な対策を組み合

わせて災害に備えなければなりません。障害のある人が安心して生活できるよう、関係

者との協力による避難行動支援体制の構築、情報伝達体制の整備、防災教育や防災訓練

の充実強化を図ります。 

 

避難行動要支援者台帳の作成 

●災害発生時や中長期にわたる避難所での生活において、障害その他の理由により支援

を必要とする人の情報を、本人の同意のうえ個別計画と合わせて台帳化し、日常生活

での見守りや避難所生活を送るうえで活用します。また、台帳記載の医療情報を消防

署と共有化し、緊急通報時等に迅速な対応ができるようにする等、障害のある人等が

安心して生活できるための支援の充実を図ります。 

 

避難行動支援体制の構築 

●平常時から、要配慮者に関する情報を把握し、地域住民、自主防災会、民生児童委員、

警察、田原市社会福祉協議会、その他避難支援等の実施に携わる関係者の協力を得て、

避難行動支援体制の充実を図ります。また、被災した要配慮者の生活状況と福祉ニー

ズを把握し、ニーズに応じたサービスを提供できるよう体制を整備するほか、市内の

福祉施設との協定のもと設置される福祉避難所の充実を図りつつ、障害のある人も安

心して避難及び避難生活を送れるよう、各避難所へ災害時障害者サポートマニュアル

の作成配布を検討します。 

 

情報伝達体制の整備 

●防災行政無線や広報車、携帯端末の緊急速報メール等複数の手段を組み合わせるとと

もに、障害の特性に配慮し、多様な手段を用いて情報伝達体制の整備を図ります。 

●ひとり暮らしの障害のある人等が、事前の情報登録や容易な通報が可能となる設備等

の導入により、緊急時に円滑に消防署への通報ができるよう、緊急コールシステム利

用の周知を図ります。 
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防災教育・訓練の充実 

●関係者の避難支援が実際に機能するか点検するとともに、要配慮者自らが避難につい

て考え、発災時または発災のおそれが生じた場合、自らの身を守るための主体的な行

動をとることができるよう、防災教育や防災訓練の充実強化を図ります。 

 

 

（２） 防犯対策の推進 

障害のある人を犯罪から守り、緊急時に適切に対応するための有効な手段は、行政・

警察等の協力と連携です。これらを強化し、情報伝達を効率化することで、障害のある

人を対象とした犯罪等の減少を目指します。 

 

警察との連携 

●言語、聴覚に障害のある人等が警察へ通報しやすいよう、電子メールやファックス等

による緊急通報の利用促進を図るとともに、行政と警察が協力し、事案に応じた迅

速・適切な対応を行います。 

●障害のある人が行方不明になってしまった際には、「田原市行方不明者発生時の対応

マニュアル」を活用し、警察との効果的な連携を図ります。 

●「田原市事件等発生時の対応マニュアル」を活用し、警察から得た犯罪に関する情報

を、効果的に障害のある人へ提供します。 

 

 

（３） 消費者被害の防止 

 障害のある人を狙った詐欺事件や悪質商法等は近年巧妙化し、より専門的な相談機関

との連携による対応が必要となっています。消費者被害にあわないよう周知啓発を行う

とともに、相談窓口の充実を図ります。 

 

心配ごと相談等の充実 

●日常における些細な心配ごとから、各種法律に関することまで、身近な場所で弁護士、

行政相談員、民生児童委員、人権擁護委員、社会保険労務士、司法書士、土地家屋調

査士、家庭相談員、母子父子自立相談員等の専門職が相談を受け付けています。 

 

消費生活相談等の充実 

●巧妙化する悪質商法やインターネットの進展等により複雑・高度化する消費者問題か

ら、障害のある人の消費生活の安全を守るため、消費生活相談員を配置し、より専門

性の高い相談体制を図ります。 
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７ 差別解消・権利擁護 

 

障害者基本法が理念として掲げる、障

害の有無にかかわらず相互に人格と個性

を尊重しあいながら共生する社会の実現

のためには、障害についての理解を深め、

障害を理由とする差別のないまちづくり

を推進する必要があります。また、虐待

を未然に防き、早期に発見できる体制の

整備も必要です。 

田原市でも、あらゆる権利侵害が起き

ないよう、市全体で権利に関する意識を

高めていくことが重要です。 

 

☆分野別の重点課題☆  

○障害者差別解消の推進 

○虐待防止の推進 

○権利擁護の推進 

 

（１） 障害者差別解消の推進 

 障害を理由とした差別をなくし、市民がお互いに交流し、支えあいながら生きていく

共生社会を実現します。 

 

障害者差別解消に関する周知啓発 

●障害を理由とした差別をなくすためには、偏見をはじめとした障害への理解不足を解

消しなければなりません。平成 28 年４月に施行された「障害者差別解消法」では、

障害を理由とする差別的取扱いの禁止がすべての人に義務付けられるとともに、合理

的配慮の不提供の禁止については、行政機関等には義務、民間事業者には努力義務と

して規定されています。また、相談及び紛争の防止等のための体制整備や、障害者差

別解消支援地域協議会の設置等についても規定されています。 

●こうした動きの中、田原市では平成 29 年度に障害者差別解消支援地域協議会を設置

しました。この協議会の機能を活用し、相談窓口等に寄せられる差別に関する事例を

多くの機関で共有することで、障害への理解と差別解消に関する周知啓発を推進しま

す。 

●また、合理的な配慮は、社会的障壁の除去について、障害のある人の意思の表明があ

った場合に、負担が過重でないときは障害のある人の権利利益を侵害することとなら

ないよう提供することとされており、障害のある人にもない人にも、差別の解消につ

いて正しく理解が進むよう情報提供を行います。 

 

障害者差別解消法の主な内容 

・障害を理由とする差別等の権利侵害行為の禁止 

・社会的障壁の除去を怠ることによる権利侵害の防止（合理的な配慮の提供） 

・差別解消のための支援措置（紛争解決・相談、協議会の設置、啓発活動、情報収集） 
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（２） 虐待の防止の推進 

 障害のある人に、また、その養護者にも必要な支援と情報を届け、障害者虐待のない

まちづくりを推進します。 

 

障害者虐待防止センターの充実 

●虐待に至るまでの背景には、養護者への過度な負担や相談相手の不在、周囲の無理解

等があることが知られています。このようなことからも、過度な負担となる前に適切

に相談や支援が提供される体制づくりと、虐待が起きてしまった際にも、養護者の負

担軽減の方策を考え、周囲の人にも理解を求める働きかけが必要となります。 

●引き続き、障害者虐待防止センターを地域福祉課内に設置し、虐待が起きてしまった

際には、障害者総合相談センター等の関係機関と迅速に連携できる体制を強化し、対

応する職員向けの研修会を開催する等、障害者虐待防止センターの充実を図ります。

また、養護者による虐待だけでなく、障害福祉サービス等の従事者や使用者等による

虐待を防止するため、事業所等への周知啓発を行います。 

 

参考：虐待から障害者の権利を守るための仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田原市（障害者虐待防止センター） 

愛知県（障害者権利擁護センター） 

労働局 

田原市障害者総合相談センター 
虐待発見 

･相談・通報受理 

･事実確認（立入調査） 

･一時保護 

･後見審判請求 

･虐待防止に向けて普及啓発 

･相談支援 

･居住の場確保の支援 

･後見制度利用の支援 

･虐待防止に向けて普及啓発 

･市からの報告受理 

･事業所監督権限の行使 

･措置等、情報の公表 

･県からの報告受理 

･事業所監督権限の行使 

･措置等、情報の公表 

相談 

相
談
・
通
報 

通
報 

報
告 

報
告 

（事業所従事者による虐待の場合） 

（企業等使用者による虐待の場合） 
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（３） 権利擁護の推進 

 障害のある人があらゆる生活の場面において、自ら選び決めることができ、権利が侵

害されないまちづくりを進めます。 

 

成年後見センターとの連携 

●福祉サービスは、利用者自らの意思により事業所と契約を結び、サービス提供を受け

る形態となっています。そのため、知的や精神障害、認知症等により、判断能力が不

充分で契約行為ができないといった理由で、福祉サービスが利用できない状況を防ぐ

必要があります。また、その他の日常生活に必要な契約行為等を支援し、権利を侵害

されることなく、安心して自立した生活が送れるような体制づくりが必要です。 

●そのため、田原市社会福祉協議会に成年後見センターを設置し、成年後見制度の利用

支援や、成年後見制度を利用するほどではないが日常の金銭管理等が必要な人が利用

する日常生活自立支援事業の制度の利用支援及び周知啓発を行っています。 

●このような成年後見センターを中心とし、権利擁護の体制のネットワーク構築と強化

を目的とした障害者自立支援協議会の部会として「権利擁護部会」を設置しています。 

●今後も障害のある人の権利を守るため、きめ細やかなネットワークづくりができるよ

う部会を運営するとともに、市民後見人の導入等新たな仕組みについての検討を行い

ます。 

 

意思決定支援に関する取り組み 

●障害者基本法や障害者総合支援法には、相談や成年後見等、障害のある人の権利を守

るための支援において、本人の意思決定の支援に配慮することが規定されています。 

●意思決定を適切に支援するためには、意思決定の下支えとなる「経験」、決定に必要

な情報の「理解」、決定した意思の「表現」のそれぞれの過程において、障害のある

人一人ひとりに合った支援を提供しなければなりません。 

●「意思決定支援ガイドライン」には、自ら意思を決定することに困難を抱える障害者

が、日常生活や社会生活に関して自らの意思が反映された生活を送ることができるよ

うに、可能な限り本人が意思決定できるよう支援し、本人の意思の確認や意思及び選

好を推定し、支援を尽くしても本人の意思及び選好の推定が困難な場合には、最後の

手段として本人の最善の利益を検討のために事業者の職員が行う支援の行為及び仕

組みと定義されており、さらには意思決定支援責任者の配置、意思決定支援会議の開

催、意思決定の結果を反映したサービス等利用計画・個別支援計画（意思決定支援計

画）の作成とサービスの提供と定められており、今後ますます障害者の意思決定支援

は重要なものとなっていきます。 

●そのため、相談支援機関だけでなく、サービス事業所、教育機関、地域、家族等、障

害のある人を取り巻く関係者すべての意思決定支援についての理解が不可欠です。 

●障害者自立支援協議会において、意思決定支援の理解を深めるとともに、意思決定支

援のあり方についても協議を進めます。また、本人の意思が最大限に配慮され権利が

護られるよう、市全体の支援力を高める取り組みを進めます。  
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８ 広域連携 

 

 

（１）東三河広域連合との連携 

●平成２７年１月３０日、東三河８市町村が「東三河はひとつ」を合言葉に、東三河広

域連合を設立しました。８市町村が質の高い行政サービスの提供や効率的な行政の運

営等を目的に、住民サービスの向上のため、各種事務の広域での連携が始まっていま

す。 

●障害福祉分野においては、障害支援区分認定審査会の設置及び運営に関する事務を広

域連合で実施することにより、サービスの早期利用や公平・構成な審査体制の確保、

経費の削減等が行われています。今後も東三河広域連合との密な連携により事務の円

滑化を進め、市民サービスの向上を図ります。 

 

 

（２）東三河南部圏域との連携 

●田原市は愛知県の障害福祉圏域としては、豊橋市、豊川市、蒲郡市とともに東三河南

部圏域に位置しています。市内で解決できない課題は圏域で調整し解決に向けた取り

組みを進める必要があるため、圏域の市との連携を強化します。 

●また、圏域内の相談支援や協議会の体制強化のために配置された地域アドバイザーを

中心に、各市の基幹相談支援センターと連携し、相談支援専門員の育成等について相

互の協力体制を構築します。 

 

 

（３）福祉先進地との連携 

●障害のある人も安心して暮らせるまちづくりについて、先進的な取り組みを行ってい

る市町村は数多くあります。このような福祉先進地から講師等を招き、市民等を対象

とした講演会等を開催し、田原市の福祉施策に反映する取り組みを行っています。 

●今後も、田原市にとって必要と思われる施策等について先進地から学ぶ際には、市民

や関係団体と共有し、協働体制が構築できるような取り組みを行います。 
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１ 推進体制の確保 

 

 

（１）計画の進行管理と推進に関する連携協力体制の確保 

 

田原市障害者自立支援協議会との連携 

●本計画の推進に当たっては、「ＰＤＣＡ」サイクルに基づき、障害者自立支援協議会

において随時報告し、進捗状況等について共有します。また、把握された課題等につ

いてはその都度協議し、障害者自立支援協議会の各委員との連携のもと、解決に向け

ての取り組みを進めます。 

 

関係機関・団体との連携 

●計画の推進に当たっては、行政だけでなく市民をはじめ各関係機関との協働のもと、

施策を実施する必要があります。協働に必要となる情報の提供等を行い、関係機関や

関係団体等との連携を強化します。 

 

 

（２）広報・啓発活動 

 

「共生のまち」田原市を考える会の取り組み 

●「共生のまち」田原市を考える会は、障害の有無にかかわらずだれもが暮らしやすい

まちづくりを目指し、障害者自立支援協議会の事務局を中心に構成された団体です。

毎年「共生のまちフォーラム」を開催し、障害福祉に関する周知啓発を行っています。 

●今後も「共生のまち」田原市を考える会を、田原市の障害福祉施策に関する周知啓発

団体と位置づけ、障害の理解やだれもが暮らしやすいまちづくりについての講演会を

開催し、計画についても市民に向けて広報啓発活動を実施します。 
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１ 田原市障害者自立支援協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項第１号の規定に基づく相談支援

事業を始め地域の障害福祉に関するシステム作りについて中核的な役割を果たす協

議の場として、法第８９条の３第１項の規定に基づき、田原市障害者自立支援協議会

（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

 ⑴ 福祉、保健、医療、教育、雇用等の地域の関係機関によるネットワークの構築及

び情報の共有 

 ⑵ 田原市障害者計画等の策定及び達成状況の確認 

 ⑶ 地域の社会資源の開発及び改善 

 ⑷ 委託相談支援事業者の運営評価 

 ⑸ 困難事例の対応の協議 

 ⑹ その他協議会の目的を達成するために必要な事項 

（協議会の構成） 

第３条 協議会は、全体会議、運営会議、事務局会議（以下「会議等」という。）及び

個別検討会をもって構成する。 

２ 全体会議は、田原市内における障害福祉に関連する関係機関のネットワーク化及び

情報の共有、田原市障害福祉計画の策定及び達成状況の確認、地域の社会資源の開発

及び改善、困難事例の対応の協議並びに委託相談支援事業者の運営評価を行うものと

する。 

３ 運営会議は、田原市内における障害福祉に関連する関係機関のネットワーク化及び

情報の共有、困難事例の対応の協議、支援を必要とする障害者の支援検討、支援計画

の策定及び見守りを行うものとする。 

４ 事務局会議は、全体会議及び運営会議の円滑な運営並びに障害福祉に関連する関係

機関のネットワーク化のための協議及び情報の共有を行う。 

５ 前条に規定する事項について、必要な事業実施及びより専門的な連絡調整を行うた

め、必要な構成員により個別検討会を置くことができる。 

 （構成員） 

第４条 会議等は、別表１及び別表２に掲げる機関等により構成する。 

２ 会議等の委員は、別表１に属する者及び別表２に掲げる者をもって充てる。 

３ 会議等の委員の加入については、運営会議で検討し、第５条第１項に規定する全体

会議会長が認めた者を充てる。 

４ 個別検討会の委員は、別途要綱で定める。 
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 （会長及び副会長） 

第５条 会議等に会長及び副会長を置き、委員の互選とする。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。 

 （運営） 

第６条 全体会議は、会長が招集し、議事をつかさどる。 

２ 運営会議は、会長が招集し、議事をつかさどる。 

３ 事務局会議は、田原市健康福祉部地域福祉課（以下「地域福祉課」という。）又は

田原市障害者総合相談センター（以下「総合相談センター」という。）が招集し、議

事をつかさどる。 

４ 個別検討会は、別途要綱に定める会長又は地域福祉課及び総合相談センターが招集

し、議事をつかさどる。 

５ 必要に応じ、委員以外の者の会議への出席を求めることができる。 

６ 会議に係る庶務は、地域福祉課及び総合相談センターにおいて処理する。 

 （議事録及び会議の公開） 

第７条 地域福祉課及び総合相談センターは、会議等について議事録を作成し、議事

の概要を記録しなければならない。 

２ 会議等及び会議等の議事録は、公開するものとする。ただし、会議等において公開

しない旨を協議した場合及び個人情報に係る場合は、この限りでない。 

 （守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。また、その職を退いた

後も同様とする。 

 （雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、会議等の運営に係る必要な事項は、会議等の協

議により定めるものとする。 

附 則 

 この要綱は、平成１９年１１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
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別表１（第４条関係） 

№ 機 関 名 会 議 区 分 

１ 田原市地域コミュニティ連合会 全体会議   

２ 田原市民生児童委員協議会 全体会議   

３ 田原市ボランティア連絡協議会 全体会議   

４ 田原市商工会 全体会議   

５  渥美商工会 全体会議   

６ （一社）田原青年会議所 全体会議   

７ 愛知みなみ農業協同組合 全体会議   

８ 田原市社会福祉協議会 全体会議 運営会議 事務局会議 

９ 田原市身体障害者福祉協会 全体会議   

10 田原市手をつなぐ育成会 全体会議   

11 田原市精神障害者家族会 全体会議   

12 愛知県立豊橋特別支援学校 全体会議   

13 愛知県立豊川特別支援学校 全体会議   

14 豊橋市立くすのき特別支援学校 全体会議   

15 精神病院ケースワーカー代表 全体会議 運営会議  

16 愛知厚生連 渥美病院 全体会議   

17 豊橋公共職業安定所 全体会議   

18 愛知障害者職業センター豊橋支所 全体会議   

19 障害児等療育支援事業 全体会議 運営会議  

20 豊橋障害者就業・生活支援センター 全体会議 運営会議  

21 愛知県豊川保健所 全体会議 運営会議  

22 愛知県東三河福祉相談センター 全体会議   

23 蔵王苑 全体会議 運営会議  

24 蔵王の杜 全体会議 運営会議 事務局会議 

25 田原授産所 全体会議 運営会議  

26 ＮＰＯ法人おおぞら 全体会議 運営会議  

27 ＮＰＯ法人ふい～る工房 全体会議 運営会議 事務局会議 

28 ＮＰＯ法人ゆずりは学園 全体会議   

29 ＮＰＯ法人気分爽快 全体会議 運営会議  
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別表２（第４条関係） 

№ 機 関 名 会 議 区 分 

１ 田原市教育委員会 全体会議   

２ 田原市商工観光課 全体会議   

３ 田原市農政課 全体会議   

４ 田原市子育て支援課 全体会議   

５ 田原市健康課 全体会議   

６ 田原市地域福祉課 全体会議 運営会議 事務局会議 
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２ 用語解説 

 

あ 

【アクセシビリティ】 

年齢や障害の有無等に関係なく、だれでも必要とする製品やサービス、情報等を利用る

ことをいいます。田原市ホームページでは、「田原市アクセシビリティガイドライン」

により、使用文字や配色、音声読み上げへの対応等に関する基準を設け、情報を提供し

ています。 

 

【アセスメント】 

障害のある人のニーズのほか、障害の特性、身体状況、医療の状況、周囲の環境、過去

の行動や様子等、障害のある人の状態を把握することです。この過程で得られた情報か

ら課題解決に向けた計画を作成し、サービス等を提供します。 

 

い 

【インクルーシブ教育】 

障害のある人と障害のない人が共に学ぶ仕組みのことです。そのために、障害のある人

が教育制度一般から排除されないこと、生活する地域において初等中等教育の機会が与

えられること、個人に必要な「合理的配慮」が提供されること等が必要とされています。 

 

か 

【介護職員初任者研修】 

平成 25 年 4 月から「訪問介護員（ホームヘルパー）養成研修（1 級～3 級）」及び「介

護職員基礎研修」が「介護職員初任者研修」に一元化されました。訪問介護事業に従事

しようとする人や在宅・施設を問わず、介護の業務に従事しようとする人が対象となり

ます。 

 

き 

【基礎的環境整備】 

「合理的な配慮」の基礎となるもので、障害のある子どもに対する支援について、法令

に基づき、または財政措置により国・都道府県、市町村がそれぞれ行う環境整備のこと

です。「合理的な配慮」と同様に体制面、財政面を勘案し、均衡を失したり、過度の負

担を課さないものを指します。 
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こ 

【合理的な配慮】 

障害者の権利に関する条約の条文にある言葉で、障害者が他の者と平等に暮らすための、

必要で適当な調整や変更のことで、かつ、均衡を失したり、過度の負担を課さないもの

を指します。 

 

【子育て世代包括支援センター】 

妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合的な支援を行う拠点で

す。個別のニーズを把握した上で情報提供、相談支援を行い、必要なサービスを円滑に

利用できるような支援を行います。 

 

【コミュニティ乗合交通】 

幹線乗合交通のない集落地域から市街地への移動を確保、また、幹線乗合交通がある地

域では、集落中心部や幹線乗継までの移動を確保するために運行する公共交通です。 

田原市では、ぐるりんバスやいずみ号のコミュニティ乗合交通が運行しています。 

渥美線と伊良湖本線・支線等（幹線乗合交通）を基軸とし、それを補う形でコミュニテ

ィ乗合交通（ぐるりんバス等）、有償パーソナル交通（タクシー等）、政策交通（スクー

ルバス等）が順次運行し、さらに企業送迎・助け合い活動がこれらを補うこととし、各

役割に応じた改善により市民の移動を確保します。 

 

さ 

【サービス等利用計画】 

障害福祉サービスを利用する際に、障害福祉サービス等が本人のニーズに沿い、効果的

に提供されるよう、相談支援専門員等が作成する計画です。 

 

し 

【児童発達支援センター】 

障害児の日常生活における基本的な動作や集団生活に適応できるような指導や訓練な

どの通所支援事業を行います。また、地域の障害児やその家族への相談、障害児を預か

る施設への援助、助言を合わせて行います。 

 

【社会的障壁】 

障害のある人にとって、日常生活、社会生活を送る上で障壁となるような事物、制度、

慣行、観念その他一切のものをいいます。  
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【障害福祉サービス】 

障害者総合支援法においては、個別給付としての自立支援給付に係る諸サービスについ

て使われ、具体的には、居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、重度障害者等

包括支援、療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、

就労継続支援及び共同生活援助を指します。 

 

【障害者就業・生活支援センター】 

就業面・生活面からの一体的な支援（就業・生活両面にわたる相談・助言、職業準備訓

練・職場実習のあっせん、関係機関との連絡調整）を行うことにより、その雇用の促進

及び職業の安定を図る機関であり、都道府県知事がその指定を行っています。田原市に

おいては、豊橋障害者就業・生活支援センターからの就労・生活支援により障害者の方

の支援を行っています。 

 

【障害者職業センター】 

障害者雇用促進法において専門的な職業リハビリテーションを実施するとともに、地域

の関係機関に対して、職業リハビリテーションに関する助言・援助等を行う機関として

位置づけられ、職業リハビリテーションの専門家として障害者職業カウンセラーが配置

されています。具体的には、障害のある人に対して、職業評価、職業指導、職業準備支

援及び職場適応援助等の各種の職業リハビリテーションを個々の障害のある人の状況

に応じて実施するとともに、事業主に対して、雇用管理上の課題を分析し、雇用管理に

関する助言その他の支援を実施します。 

 

【障害者自立支援協議会】 

相談支援事業を始めとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役

割を果たす定期的な協議の場として、田原市障害者自立支援協議会を設置しています。

地域での生活に関わる多様な関係機関が集まり、情報共有、ネットワーク構築や必要な

施策の検討を行っています。 

 

【障害児等療育支援事業】 

愛知県が実施する事業で、在宅で生活する障害のある児（者）のライフステージに応じ

た地域での生活を支援するため、療育、相談体制の充実を図るとともに、各種福祉サー

ビスの提供の援助、調整等を行います。 

 

【障害者相談支援専門員】 

障害のある人が自立した日常生活、社会生活を営むことができるよう、障害福祉サービ

スなどの利用計画の作成や地域生活への移行・定着に向けた支援など、障害のある人の

全般的な相談支援を行います。資格を取得するには一定の実務経験と定められた研修を

受講する必要があります。 
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せ 

【成年後見制度】 

家庭裁判所の手続きを通じて成年後見人や保佐人等が、精神上の障害により判断能力が

十分でない人を保護するため、その人の身の回りに配慮した財産管理等を行います。 

 

【成年後見制度利用支援事業】 

成年後見制度を利用するに当たり、必要となる費用を負担することが困難な方に対し、

申立費用の助成や、後見人等への報酬支払いの助成を行います。田原市においては、平

成 19 年度から市独自で実施していましたが、平成 24 年度から、障害者総合支援法に

位置づけられた地域生活支援事業の必須事業となりました。 

 

そ 

【相談支援事業】 

相談支援事業は、障害者総合支援法において、地域生活支援事業として位置づけられて

おり、その内容は、①障害児（者）及び保護者からの相談、情報提供、連絡相談を行う

事業、②事業者等の連絡調整を行う事業となっています。 

 

ち 

【地域生活支援事業】 

地域の実情に応じて柔軟に行われることが望ましい事業として、相談支援、移動支援、

日常生活用具給付、意思疎通支援、地域活動支援センター等の事業が地域生活支援事業

として法定化されています。これにより都道府県及び市町村が柔軟に事業を展開できる

ようになっています。 

 

【地域包括支援センター】 

介護保険法に定められる地域住民の保健・福祉・医療の向上、虐待防止、介護予防マネ

ジメント等を総合的に行う機関です。 

田原市では、平成 27 年度から名称を「高齢者支援センター」とし各種相談に対応しま

す。 

 

と 

【特別支援学校】 

愛知県では、知的障害者、肢体不自由者及び病弱者に対する教育を行う特別支援学校の

ほか、視覚障害者、聴覚障害者に対する教育を主として行う特別支援学校としてそれぞ

れ盲（もう）学校、聾（ろう）学校を設置しています。 



第６章 参考資料 

  96 

 

【特別支援教育連携協議会】 

障害のある子どもやその保護者への相談・支援にかかわる医療、保健、福祉、教育等の

関係機関のネットワークを築き、連携協力を円滑にするために設置されています。障害

福祉分野の関係機関のほかに認定こども園、市内の高等学校等が委員として参加し、ラ

イフステージを切れ目なく繋ぐ支援体制について検討しています。田原市では、障害者

支援検討会と年２回合同で開催しています。 

 

に 

【日中活動の場】 

昼のサービス（日中活動支援事業）を提供する、療養介護、生活介護、自立訓練（機能

訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ・Ｂ型）、地域活動支援センターの

ことです。 

 

の 

【ノーマライゼーション】 

住み慣れた地域社会において、障害がある人もない人も何の区別なく生活していくのが

通常の社会であり、そのあるがままの姿で他の人々と同等に生活していくことが本来の

望ましい姿であるとする考え方で、障害者施策の根本理念です。 

 

は 

【バリアフリー】 

障害のある人々を取り巻く、生活環境（住宅、地域施設、交通施設）において、普通に

生活することを阻んでいる障壁（バリア）をなくすことをいいます。 

 

ひ 

【ピアサポート】 

障害のある人たちや同じような課題に直面している人たちが、当事者間でお互いに支え

合う活動のことをいいます。  
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ほ 

【法定雇用率】 

労働者を雇用する事業主は、民間企業、官公庁を問わず、障害者に雇用の場を提供する

社会連帯責任を有するということが、「障害者雇用促進法」によって定められています。 

＜民間企業＞（平成 30 年 3 月時点） 

一般の民間企業＝ 法定雇用率 2.0％ 

特殊法人等＝ 法定雇用率 2.3％ 

＜国及び地方公共団体＞（平成 30 年 3 月時点） 

国、地方公共団体＝ 法定雇用率 2.3％ 

都道府県等の教育委員会＝ 法定雇用率 2.2％ 

 

ゆ 

【ユニバーサルデザイン】 

年齢、性別、身体的状況、国籍、言語、知識、経験等の違いに関係なく、すべての人が

使いこなすことのできる製品や環境などのデザインを目指す概念のことをいいます。 

 

ら 

【ライフステージ】 

一生における幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年期等のそれぞれの段階のことをい

います。 

 

れ 

【レスパイトサービス】 

介護から離れられずにいる家族（主に母親）を、一時的に、一定の期間、障害児の介護

から解放する事によって、日頃の心身の疲れを回復するための介護者余暇支援事業のこ

とです。 
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３ 田原市内障害福祉サービス等事業所マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉センター 

 

 

相談支援事業 

 

 

地図 事業所名 所在地 

1 田原福祉センター 赤石二丁目 2番地 

2 赤羽根福祉センター 赤羽根町赤土 1番地 

3 渥美福祉センター（あつみライフランド） 保美町寺西 21番地 10 

 

地図 事業所名 運営法人 所在地 

1 
田原市障害者総合相談センター 

３つの委託事業所による当番 赤石二丁目 2番地 

（田原福祉センター内） 

1 地域生活支援センターcollabo相談支援事業所 ＮＰＯ）ふぃーる工房 赤石二丁目 2番地 

1 田原市社協相談支援事業所 社福）田原市社会福祉協議会 赤石二丁目 2番地 

4 蔵王の杜相談支援事業所 社福）成春館 田原町石取 1番地 9 

4 田原授産所相談支援事業所 社福）成春館 田原町石取 1番地 9 

 

 
1 

 
2 

 
3 

5 
6 

4 

7 
8 

9 

10 

11 
12 

13 

14 

15 

 
18 

19 
17 

17 
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サービス事業所 

 

 

地図 事業所名 運営法人 所在地 サービス 

4 蔵王苑 社福）成春館 田原町西山口 1番地 

・施設入所支援 

・短期入所 

・生活介護 

・日中一時支援 

4 蔵王の杜 社福）成春館 田原町石取 1番地 9 

・施設入所支援 

・短期入所 

・生活介護 

・日中一時支援 

5 藤の木ホーム・桜木ホーム 社福）成春館 田原町亀若 22番地 1 ・共同生活援助 

6 グループホームもえぎ ＮＰＯ）ＭＡ・はろー 田原町大沢下 24番地 1 
・共同生活援助 

・短期入所 

7 グループホームうたたね ＮＰＯ）うたた 田原町南晩田 20番地 7 
・共同生活援助 

・短期入所 

4 田原授産所 社福）成春館 田原町石取 1番地 9 
・生活介護 

・日中一時支援 

8 やまぶきハウス ＮＰＯ）気分爽快 田原町北乗鞍 11番地 4 
・就労継続支援Ｂ型 

・生活介護 

1 ふれあいの家 ＮＰＯ）おおぞら 赤石二丁目 2番地 ・就労継続支援Ｂ型 

9 第２やまぶきハウス ＮＰＯ）気分爽快 田原町晩田 72番地 ・就労継続支援Ｂ型 

10 田原市社協就労移行支援事業所 社福）田原市社会福祉協議会 赤石二丁目 16番地 2 ・就労移行支援 

11 まはろ ＮＰＯ）ＭＡ・はろー 田原町巴江 8番地 15 ・日中一時支援 

12 地域活動支援センターchanoma ＮＰＯ）ふぃーる工房 田原町本町 51番地 3 ・地域活動支援センター 

14 地域活動支援センターｖｉｌｌａ波 ＮＰＯ）ふぃーる工房 高松町西新井 53番地 ・地域活動支援センター 

15 すろーじゃむ ＮＰＯ） うたた 江比間町三字郷中 24番地 ・日中一時支援 

2 田原市社協生活介護事業所なのはな 社福）田原市社会福祉協議会 赤羽根町赤土 1番地 ・生活介護 

2 田原市社協日中一時支援事業所 社福）田原市社会福祉協議会 赤羽根町赤土 1番地 ・日中一時支援 

17 あい福の里 社福）福寿園 保美町平城 97番地 1 ・就労継続支援Ａ型 

18 ワークアシスト田原 株）イノウエ 赤羽根町諏訪 29番地 1 ・就労継続支援Ａ型 

18 ワークステップ田原 株）イノウエ 赤羽根町諏訪 29番地 1 ・就労移行支援 

19 どりーむはうす 株）ナインポイント 赤石一丁目 13番地 ・就労継続支援Ｂ型 
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地図 事業所名 運営法人 所在地 サービス 

11 ヘルパーステイションＭＡ・はろー ＮＰＯ）ＭＡ・はろー 田原町巴江 8番地 15 

・居宅介護 

・重度訪問介護 

・行動援護 

・同行援護 

13 コアヘルパーステーション ＮＰＯ）コア・エンジェル 仁崎町出雲田 55番地 
・居宅介護 

・重度訪問介護 

 

 

12 ふぃーる工房ヘルパーステーション ＮＰＯ）ふぃーる工房 田原町本町 51番地 3 
・居宅介護 

・行動援護 

2 田原市社協ヘルパーステーション 社福）田原市社会福祉協議会 赤羽根町赤土 1番地 
・居宅介護 

・重度訪問介護 

・同行援護 

20 カラコル ＮＰＯ）FLAT 神戸町殿畑 24番地 2 ・放課後等デイサービス 

19 どりーむはうす 株）ナインポイント 赤石一丁目 13番地 ・放課後等デイサービス 
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